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総説

1. 国際動産取引(貿易取引)とは

a. 典型的な貿易取引を構成する要素
売買契約

運送契約　　売主と買主のいずれが締結するか

保険契約

信用状

船荷証券

b. これらの契約を一緒に検討する必要性

例1  船積期日までに信用状が発行されなければ、売主は売買契約を解除できるか。

例2  売買目的物が運送中に滅失・損傷した場合
売主は買主に対して売買契約違反の責任を負うか。

運送人は運送契約違反の責任を負うか。
信用状発行銀行は支払いを止めなければならないか、止めることができるか。

c. 貿易取引の特徴

i. 商人間

ii. 種類物売買が多い

iii. 海上運送が多い
一次産品　 cf. 製造物
日本の地理的条件
iv. よく使われる貿易条件(売買契約の内容)
CIF、FOB

2. 貿易取引を規律する主要な法源および援用可能統一規則
a. 売買契約

i. 国際物品売買契約に関する国際連合条約(CISG、ウィーン売買条約)
規律事項　４条第１文
「売買契約の成立」（第２部）
「売買契約から生ずる売主及び買主の権利及び義務」（第３部）  義務違反に対する救済も。
適用順序　７条(2)

1．条約の明文の規定
2．条約の基礎を成す一般原則
例　信義則(７条(1))、合意の尊重、方式の自由(11条)、契約関係の可及的維持(49条(1)(a)参照)
3．国際私法の準則により適用される国内法
規律しない事項　国際私法の準則により適用される国の法が準拠法として規律
契約および契約条項の有効性（４条(a)）
例　意思表示の瑕疵、行為能力制限、公序違反
所有権（４条(b)）例　移転の要件・時期
物品によって生じた死傷に関する売主の責任（５条）
ほぼ全ての規定が任意規定(６条)
例　「売主は、売買目的物について、特定目的への適合性の保証を含むいかなる保証責任も負わない」とする条項(35条(2)も参照)
このような条項の有効性は、国際私法の準則により適用される国の法による(４条(a))ことになるか?
ii. 援用可能統一規則
インコタームズ(Incoterms)


売主・買主の権利義務　　cf. 義務違反に対する救済
合意により契約に取り込み　　当事者による変更可能

b. 運送契約
海上運送

　外航運送に対して、国際海上物品運送法
  同法により除外されていないかぎり、一般法としての商法の条文も適用される(国際海上物品運送法15条に確認的に規定)。
第二編「商行為」→ 第八章「運送営業」(陸上・海上・航空を問わない) → 第二節「物品運送」（570条―588条）
第三編「海商」→ 第三章「海上物品運送に関する特則」（737条―787条）
航空運送
モントリオール条約

c. 信用状

信用状統一規則　UCP (The Uniform Customs and Practice for Documentary Credits)


最新版はUCP600(2007年改訂)

援用可能統一規則

合意による契約への取り込み　　当事者による変更可能

信用状の関係者の権利義務

書類審査の原則と基準　　例　信用状独立の原則
国際物品売買契約に関する国際連合条約(CISG)の適用
2009年8月1日　日本において発効　　留保宣言なし

締約国数　80カ国以上
まず国際私法により、準拠法を導くのではなく、条約を直接に適用し、その適用範囲に入る事案かどうかを判断する。
3. 国際性～営業所所在国による判断
当事者の国籍は関係ない（1条(3)）。

a. 所在国

[事例1] 締約国Aに営業所を有するXは、代理人を締約国Bに営業所を有するYの下に派遣し、Yとの間で売買契約を締結した。締結時、Xの営業所がAに所在するという事実は、Xの代理人がそれを明らかにせず、Yは知らなかった。

b. 営業所

[事例2] 売主は2つの締約国に営業所を有していたが、そのうち買主が営業所を有している国で契約を締結した。履行は、その国においてすることになっている。

4. 国際私法による指定(1条(1)(b))
日本が法廷地の場合、法の適用に関する通則法7条および8条による。
平成24年司法試験〔第２問〕
Ｙは，甲国に主たる営業所を有する甲国の会社である。Ｙは，インターネット上に法人及び個人顧客向けに英語のほかに日本語表記のウェブサイト(以下「本件サイト」という。) を開設し, 本件サイトを通じて日本及びその他の国において自社製品であるＧ等の購入の問合せ及び購入ができるようにしている。Ｙは，日本の弁護士を日本における代表者として定めて外国会社としての登記をし，本件サイトを通じた継続的な取引を行っているが，日本には営業所や財産を一切有していないものとして，以下の設問に答えなさい。

〔設問〕
１．Ｘは，日本に主たる営業所を有する日本の会社である。Ｘは，本件サイトからＧの購入の問合せをし，Ｙの主たる営業所から日本に派遣された担当者と交渉の上，Ｙと東京において売買契約を締結した（以下「本件売買契約」という。）。Ｘは，Ｇを受領してＹに代金を支払ったが，Ｇに瑕疵があったため，損害を被った。Ｘは，Ｙに対して債務不履行を理由として損害賠償を求める訴えを日本の裁判所に提起した。甲国は，国際物品売買契約に関する国際連合条約(平成２０年条約第８号。以下「条約」という。) の締約国ではないとして，次の問いに答えなさい。
…

⑵ 法の適用に関する通則法（平成１８年法律第７８号）によれば，本件売買契約の準拠法が日本法となるとすると，日本の裁判所は，Ｘの請求につき条約を適用することができるか。
a. 国際私法の適用か借用か

[事例3] 締約国Aに営業所を有する売主と締約国Bに営業所を有する買主との間の売買契約上の紛争につき、訴えが日本の裁判所に提起された。日本の国際私法によれば、本事案ではA国法の適用が導かれる。A国では、当該紛争に適用されるべき条約の規定について判例法上独特の解釈が確立している。日本の裁判所は、A国の解釈に拘束されるか。

参考) 曽野裕夫「CISGの締結手続と国内的実施」国際私法年報12号(2010)8-11頁
b. 92条留保宣言国法の指定

(1)
締約国は、署名、批准、受諾、承認又は加入の時に、自国が第二部の規定に拘束されないこと又は第三部の規定に拘束されないことを宣言することができる。

(2)
第二部又は第三部の規定に関して(1)の規定に基づいて宣言を行った締約国は、当該宣言が適用される部によって規律される事項については、第一条(１)に規定する締約国とみなされない。
e.g.　第二部について、スカンジナビア諸国

[事例4] 締約国に営業所を有する売主とA国に営業所を有する買主との間で契約が成立しているかどうかについて紛争が生じた。A国は締約国であるが、第二部の規定に拘束されないことを宣言している。日本の裁判所に提訴され、日本の国際私法規則によれば、A国法が準拠法となる。

c. 95条留保宣言国の指定

いずれの国も、批准書、受諾書、承認書又は加入書の寄託の時に、第一条(1)(b)の規定に拘束されないことを宣言することができる。
e.g. 中国、シンガポール、アメリカ合衆国

[事例5] 一方又は双方が非締約国である異なる国に営業所を有する当事者間の売買契約に関する紛争が日本の裁判所に提訴され、日本の国際私法規則によれば、A国法が準拠法となる。A国は締約国であるが、1条(1)(b)の規定に拘束されないことを宣言している。
参考) ドイツの宣言: 95条留保宣言国は、1条(1)(b)に規定する締約国とみなされない。

背景) 95条留保宣言は、実際には、自国の売買法の方がCISGよりも優れているとの考えに基づいてなされている。

参考) 曽野裕夫「CISGの締結手続と国内的実施」国際私法年報12号(2010)12-14頁
5. 合意による適用排除(6条)
[事例6] 異なる締約国に営業所を有する当事者間の売買契約において、条約の適用排除の合意が含まれている。日本で提訴され、日本の国際私法規則によれば、締約国の法が準拠法となる。
[事例7] 異なる締約国に営業所を有する当事者間の売買契約において、当事者は非締約国の法を準拠法とする合意をした。

cf. 一次産品の標準契約書の多くは、明文でCISGを適用排除し、英国法を準拠法として選択している。

平成22年司法試験〔第２問〕

日本のＡ会社は甲国のＧ会社との間で，甲国の港湾都市Ｋ市の湾岸部において化学プラントを建設する契約を締結した。Ｋ市に所在するＡのＫ支店は，日本のＢ会社との間で，Ａが建設する化学プラント用の機械（以下「本件機械」という。）をＢが製造し販売する製作物供給契約（以下「本件契約」という。）を締結した。本件機械はＫ港にてＡのＫ支店に引き渡された。この事例について，以下の設問に答えなさい。
なお，この事例における日本のＡ会社及び甲国のＧ会社は，それぞれ，日本及び甲国で設立され，日本及び甲国に主たる営業所を有するものとし，日本のＢ会社は，日本で設立され，日本以外に営業所等を有しないものとする。
〔設問〕
１．ＡのＫ支店とＢとの本件契約には，乙国法を準拠法とし，かつ，日本の裁判所を管轄裁判所とする合意がある。
なお，甲国は国際物品売買契約に関する国際連合条約（平成２０年７月７日条約第８号）（以下「条約」という。）の締約国であるが，乙国は条約の締約国ではない。
⑴ 本件機械の瑕疵によりＡが建設中の化学プラントの完成が遅れ，このためＡはＧに損害賠償金を支払った。この場合におけるＢのＡに対する本件契約上の責任の存否について，日本の裁判所は条約を適用すべきか（なお，条約第２条及び第４条から第６条までの規定は，この設問には関係しないものとする。）。

・・・

平成26年司法試験

〔第２問〕
Ｘは，日本に居住する日本人であり，甲国には営業所や財産を一切有していない。他方，Ｙは，甲国法に基づき設立され甲国に主たる営業所を有する，医療機器の製造販売を業とする会社である。
Ｙは，日本においては事業を行っておらず，営業所や子会社も有していない。
Ｙは，自社製品を日本で販売するために，日本において子会社（以下「本件子会社」という。）を設立する計画（以下「本件計画」という。）を有している。Ｙは，本件計画のために，本件子会社の設立に関する事務をＸに委任することとし，その対価としてＸに対して報酬の支払を約束した（以下，この契約を「本件契約」という。）。
本件契約には管轄に関する合意や当該報酬の支払地についての合意はなかったものとし，以下の１から３までの設問は各々独立しているものとして答えなさい。
〔設問〕
１．Ｘは，本件子会社が設立された後にＹが自社製品を本件子会社に販売する場合に備えて，Ｙと本件子会社との間で締結される売買契約の契約書の作成を検討し始めた。甲国は，国際物品売買契約に関する国際連合条約（平成２０年７月７日条約第８号）（以下「条約」という。）の締約国である。
Ｙは，Ｙと本件子会社との売買契約には，条約ではなく専ら甲国の国内法源である同国の実質法の適用を欲している。日本が法廷地国となった場合，「この売買契約は甲国法による」との条項を契約書に設けるだけで，当該売買契約を確実にＹの意向に沿ったものとすることができるか。
「隔地者間の契約は，承諾の通知を発した時に成立する」と定めている甲国民法Ｐ条の規定に言及しながら答えなさい。なお，条約第１条第１項(b)の規定の適用はないものとする。
[論文式試験出題の趣旨]

設問１は，条約第１条を解釈，適用して条約の適用可能性を肯定した後に，条約第１８条第２項と第２３条を排除し，条約第６条の規定に従いつつ甲国民法を確実に適用する方法いかんを問うている。

6. 個人用、家族用又は家庭用に購入された物品の売買

[事例8] 業務用ビデオカメラの売買契約にもとづき引渡しがなされた後、契約解釈に関する紛争が生じた。買主は、個人的趣味の目的での購入であったことを明らかにした。

当事者の民事的又は商事的な性質は無関係(1条(3))なので、売主が事業者であるか消費者であるかは無関係。
cf. 消費者契約法の下での「消費者契約」= 消費者と事業者との間で締結される契約(2条3項)
7. 製作物供給契約

[事例9] 化学肥料メーカーによる肥料の製造販売の契約締結にあたり、買主が肥料価額の20%相当の原料を売主に供給する合意がなされた。

8. 役務提供を含む契約

[事例10] (1) 50万円の業務用コピー機の売買契約にあたり、売主が向こう1年間10万円のメンテナンスを引受ける合意をした。その後、買主は、売主が一か月メンテナンスを怠ったことを理由として、契約解除の意思表示をした。
[事例11] (2) 50万円の業務用コピー機の売買契約にあたり、売主が向こう6年間60万円のメンテナンスを引受ける合意をした。その後、買主は、売主が一か月メンテナンスを怠ったことを理由として、契約解除の意思表示をした。
CISGの下での売買契約の成立

9. 申込みの誘引

[事例1]  Sは商品の概要・価格・商品番号を記載したカタログをホームページに掲載していた。Bは商品番号と数量を記載した注文書をSに送付したが、注文書に価格は記載しなかった。注文書を受け取ったSは、価格がカタログ記載のものから値上がりしたことをBに伝えた。

14条

10. 代金の定めのない申入れ

[事例2]  BはSに対して、中国産第一級大豆1000トンを至急売り渡すよう求め、Sはそれに応じてBに引渡しを済ませた。その後Sが売値を伝えると、Bは高過ぎると異議を述べた。

14条

55条

11. 申込みの発効と取りやめ

[事例3]  Bは注文書を郵便でSに発送した。注文書がSに到達する前に、BはSにメールを送り、「注文は撤回する」と伝えた。その後、Sは、受け取った注文書を見て有利な取引であると考え、Bに注文を受諾する旨伝えた。

15条

12. 申込みの撤回

[事例4]
(1) SはBに自社のカタログを送り、10月1日にBに到着した。10月2日にBは、カタログに記載されていた商品Xを発注するハガキを投函した。ハガキはSに10月4日に届いたが、それに先立つ10月3日に、Sはカタログ記載の商品Xの価格に誤りがあることに気づき、当該商品の削除を通知する旨をメールでBに伝えた。

(2) 5月1日に、BはSにメールを送り、注文書を添付するとともに、受諾するかどうかを5月31日までに返事するよう求めた。その後、Sの返事がないままに過ぎ、5月15日に、BはSにメールを送り、注文を撤回する旨を伝えた。その一時間後、SはBに電話し、注文を受諾する旨伝えた。

(3) メーカーBはメーカーSに高性能部品の製造と販売を注文した。注文にあたって、Bは自らが受注した製品の製産には同部品が必要であること、および、S以外に同部品を製造する技術を持つメーカーが見あたらないことを伝えた。Sは注文を受諾する返答をしないまま、材料調達の面や設計技術面において同部品の製造が可能であるかの検討に入った。その後まもなく、Bは注文を撤回した。

16条
13. 申込みの拒絶とその後の承諾

[事例5]  5月1日、SはBに自らの商品の仕様書を送り、5月31日まで注文を受け付けると伝えた。5月15日、BはSに発注しないことを伝えたが、2日後に思い直して発注した。Sは5月16日に在庫を処分してしまっていた。
17条

14. 拒絶より先に到達した承諾
[事例6]  Bの注文を受けたSは、注文を受諾しない返事を郵便で発送したが、翌日、郵便が届く前に思い直して、注文を受諾する旨を電話でBに伝えた。

17条
18条2項
15. 沈黙

[事例7]  BはSに対して、オフィス用品一式の種類と数量を指定し、迅速に売値を示すよう求めるとともに、売値が示されてから3日間応答がない場合には、発注したものと扱ってよいと伝えた。Sが売値を伝えてから5日後に、Bは値段が高いと異議を述べた。

18条1項

6条

16. 変更を含む応諾

[事例8]
(1) Sの販売する商品の仕様書をSから送られたBは、その商品を発注し、その際、Sの仕様書にはなかった仲裁条項を挿入した。Sは契約紛争の際には裁判により解決する方針であった。

(2) Sの販売する商品の仕様書をSから送られたBは、その商品を発注し、その際、商品の梱包を通気性のある素材により行うことを要求した。Sの仕様書には梱包方法についての記載はなかった。Sが注文に指定された時期まで発送を待っていたところ、Bは気が変わって、注文を撤回する通知をした。

19条 
17. 通信状態により遅延した承諾

[事例9]  BはSに対してメールにより注文を発し、5月31日までの受諾を条件とすることを伝えた。5月30日、Sは注文を受諾するメールを発した。しかし、Bのサーバーが不調であったため、同メールは跳ね返され続けた。6月1日にサーバーが復旧したため、Sのメールはサーバーに入った。同日、Bは、サーバーの管理者から、5月30日からサーバーが不調であったため、受信したメールが跳ね返されていたことを知らされた。Bの受け取ったSのメールには、発信日が5月30日と記載されていた。

21条2項

24条

18. 書面性

[事例10]  SとBは売買契約を口頭で締結するとともに、CISG第12条の規定の適用除外を約した。Sの営業所が所在する国は、売買契約が書面によって締結されるべきことを定めている締約国であり、当事者のいずれかが自国に営業所を有する場合には第11条の規定を適用しないことを宣言している。

11条

12条

96条

6条

CISGの下での契約違反に対する救済

第二章　売主の義務

第三節　売主による契約違反についての救済

45条

46条➝28条、25条
49条➝25条、47条、81条
50条

第三章 買主の義務

第三節  買主による契約違反についての救済

61条
62条➝28条

64条➝25条、63条
19. 免責

[事例1]  SはBに対して一定量のバナナを売渡す契約を締結し、神戸港で引渡すことを約した。Sは神戸港までの運送を運送人に委託してバナナを船積みし、船は出航したが、途中、海峡を航行中に勃発した周辺国の内戦に巻き込まれ、神戸港への到着が遅れた。そのためバナナは劣化した状態でBに引渡された。BはSに対してどのような救済を請求できるか。

79条

20. 買主の代金支払債務不履行と損害賠償、利息の請求

[事例2]  売主が買主に物品を引渡し、買主はそれを転買人に引渡したが、代金を支払わない。
(1) 売主に契約解除をするメリットはあるか。
(2) 売主は代金支払と損害賠償を請求した。損害賠償で請求できる額はどうなるか。

81条
74条　78条　cf. 日本民法419条

21. 損失の軽減と履行期前の解除

[事例3]  Sは製パン業者Bに一定量の小麦を売渡す契約を締結し、5月31日に引渡すことを約した。その後、5月10日に、SはBに対して、小麦の調達に支障が出ているため約定どおりの引渡しが困難になったことを通知し、別の調達先を確保することを勧めた。別の調達先を見つけることは容易であったにもかかわらずBはそれをしなかった。Sは5月31日に引渡すことができず、Bは、それによってパンの製造ができなかったことに起因する損害賠償を請求した。

77条、72条

22. 代金の減額と損害賠償

[事例4]  5月1日、SはBに対して市場価格$10,000で一等規格の大豆を一定量売渡す契約を締結し、6月30日に引渡すことを約した。ところが、6月30日に実際に引渡された大豆は二等規格のものであった。二等規格の大豆の市場価格は常に一等規格の8割で推移しているものとする。以下の各状況の下で、(ア) Bは契約を解除することなく、代金を減額した。(イ) Bは契約を解除して損害賠償を請求した。
(1) 市場価格に変動はなかった。

(2) 市場価格が下落しており、契約に適合した大豆の6月30日時点での市場価格は$9,000であった。
(3) 市場価格が上昇しており、契約に適合した大豆の6月30日時点での市場価格は$11,000であった。
50条、76条、74条

23. 一部不履行

[事例5]  ソフトウェアと組合わせたハードウェアの売買において、契約に適合したハードウェアが引渡されたが、ソフトウェアについては契約不適合なものが引渡された。買主はどのような救済を求めることができるか。

51条

24. 分割履行契約

[事例6]  SはBに対して化学物質X、Y、Zを販売する契約をし、それぞれを5月、6月、7月に引渡すことを約した。Bは、それらを合成して薬品Pを製造することを予定していた。5月にSは契約に適合したXをBに引渡したが、6月にSがBに引渡したYは契約に適合せず、Pの原料とはならないものであった。Bは(全体について)契約を解除できるか。

73条

令和2年司法試験問題
〔第２問〕
　Ｘは、建設資材の原材料などを販売する日本の株式会社であり、日本以外に営業所を有していない。Ｙは、建設資材Ｍの製造・販売を目的とする甲国法人の会社であり、甲国以外に営業所を有していない。
　商品Ｇは、通常、建設資材Ｍを製造するための原材料として使用されるものであり、多数の企業が商品Ｇを販売している。各企業が販売している商品Ｇの強度には若干の相違があるが、いずれの商品Ｇであっても、建設資材Ｍの製造を行うことができる。ただし、ごく一部の先端的な設備を有する工場（Ｙの工場を含む。）では、品質の高い建設資材Ｍを製造しているため、一定以上の強度を有する商品Ｇを使用しなければ建設資材Ｍの製造を行うことができない。
　Ｙは、Ｘが販売する商品Ｇの価格が比較的低額であったことから、Ｘに対して商品Ｇのサンプル（＝見本）を送付するよう求めた。Ｙの求めに応じて、Ｘは、Ｙに対して、商品Ｇのサンプルを送付した。Ｙがサンプルを使用してＹの工場で建設資材Ｍの試験製造を行ったところ、建設資材Ｍの製造を行うことができた。そこで、Ｙは、Ｘとの間で、次のような内容の売買契約（以下「本件契約」という。）を締結した。
⑴ Ｘは、Ｙに対して、２００トンの商品Ｇを引き渡すものとする。

⑵ 商品Ｇの引渡地は、甲国のＫ港とする。

⑶ Ｙは、Ｙが商品Ｇを甲国のＫ港で受領した日から７営業日以内に、Ｘが甲国に開設したＸ名義の銀行口座に振り込む方法で、代金を支払う。

⑷ 代金は、１億円（１トン当たり５０万円）とする。

　本件契約には国際裁判管轄権に関する条項や仲裁条項はなかった。
　その後、Ｙは、甲国のＫ港で商品Ｇを受領した。Ｙが直ちに商品Ｇを検査したところ、その商品Ｇは、サンプルと比べて強度が不足しており、Ｙの工場では建設資材Ｍの製造のための原材料として使用できないことが判明した。そこで、Ｙは、Ｘに対して、検査結果を示すとともに受領した商品Ｇがサンプルと同等品質のものではなかった旨を通知し、他社から、サンプルと同じ強度の商品Ｇを２００トン、代金１億６０００万円で購入した。Ｙは、この購入代金と本件契約代金との差額である６０００万円の損害を被ったとして、Ｘがその損害の賠償を行うべきであると主張し、本件契約代金全額の支払を拒んでいる。
　なお、甲国は、「国際物品売買契約に関する国際連合条約」（以下「ウィーン売買条約」という。）の締約国ではない。
　以上の事実を前提として、以下の設問に答えなさい。なお、各問は独立した問いである。
〔設問３〕
Ｙは、Ｘを被告として、Ｘの契約違反によって被った損害の賠償を求める訴えを日本の裁判所に提起した。本件契約には、準拠法が明示的にも黙示的にも定められていなかったとする。
〔小問１〕
　この訴訟において、裁判所は、Ｙによる損害賠償請求について、ウィーン売買条約第１条の規定に基づき、ウィーン売買条約を適用することとした。裁判所の判断の過程を説明しなさい（ウィーン売買条約第２条から第６条までの規定について論じる必要はない。）。
〔小問２〕
　この訴訟において、裁判所は、Ｙによる損害賠償請求について、ウィーン売買条約を適用した上で、Ｘが引き渡した商品Ｇが契約に適合しておらず、Ｘに契約上の義務の不履行があったことを理由として、Ｙの上記請求を認めた。裁判所の判断の過程を説明しなさい（ウィーン売買条約第３８条から第４０条までの規定及び第７４条から第７７条までの規定について論じる必要はない。）。
　なお、Ｙは、Ｘに対して、商品Ｇを先端的な設備を有するＹの工場で使用することなどの特定の目的を一切伝えていなかった。
2009年度期末試験問題

化学肥料の製造を業とするBは、肥料Yを製造するためであることを商社Sに伝えて、材料「X(一級)」を一定量Sから買受ける契約を「インコタームズ2000 CIF神戸」条件でSとの間で締結した。Sは、Bを荷受人、神戸港を到達地とする運送契約を海運会社Cと締結した。Cは自己の所有船を本件運送に提供したが、Sは、X(一級)の調達に失敗したため、代わりにX(二級)を船積みした。X(二級)はX(一級)に機能的に代替するが、X(一級)と比べて、不純物が多いため、市場価格は安い。船積み時に、SはCに対して、運送品の種類をX(一級)であると通告したが、Cは、通告が正確であることを確認する専門的知識・能力を有していなかったため、運送品の種類を「『X(一級)』であると荷送人に言われている(“said by the shipper to contain”)」として記載する船荷証券を発行した。Sはこの船荷証券と引換えにBから売買代金の支払を受けた。船積みされたX(二級)は、保管されていた船倉で運送中に火災が生じたため、その半分が焼失したが、残りの半分は火災の影響を受けずに神戸港に荷揚げされた。荷揚げ後速やかに、Bは、荷揚げされたX(二級)を検査し、それがX(一級)でないことが判明すると、X(一級)は運送中にX(二級)に変異する性質のものではないことを専門家に確認し、Sに品違いを通知した。Bは荷揚げされたX(二級)を使用して、所期の目的どおり肥料Yを製造したが、X(一級)を使用した場合と比べて不純物の精製に多めの費用がかかり、さらに、焼失したX(二級)の量に相当する量のX(一級)を他から調達する費用もかかった。日本法、なかでも、国際物品売買契約に関する国際連合条約(CISG)および国際海上物品運送法が適用されるとして、以下の独立した各問いに答えなさい。

(1) BはSに対して、支払った代金の全部または一部の返還を請求できるか。一部の返還を請求できる場合、その額の計算に際して物品の価値を算定する基準時はいつか。

(2) BはSに対して、不純物の精製にかかった余分の費用および焼失したX(二級)の量に相当する量のX(一級)を他から調達した費用について、損害賠償を請求できるか。SがX(一級)の調達に失敗した原因が、(i) 自身の調達計画の乱れによるがSにその点の過失がなかった場合と、(ii) 契約締結後に、X(一級)の調達を予定していた国において、外見上安定していた政権がクーデターにより崩壊し、激しい内戦が勃発したため、X(一級)の産地へのアクセスが断絶したことによる場合とに分けて論ぜよ。

2010年度期末試験問題
ゲーム機卸売業者Bの甲国の営業所は、商社Sの日本の営業所からビデオゲーム機100台を「FOB神戸港、インコタームズ2010」条件で買い受ける契約(以下「本件売買契約」)を結んだ。甲国は国際物品売買契約に関する国際連合条約(CISG)の締約国である。Bは、本件売買契約の履行のため、船会社Cとの間で運送契約を締結した。この事情の下で、独立している以下の各小問に答えよ。
(3)  Bは、本件売買契約をクリスマス商戦用のゲーム機を仕入れるために締結し、Sもその目的を知っていた。Sは契約に適合したゲーム機を100台船積みしたが、運送中にCが適切に保管しなかったため、10台のゲーム機に故障が生じた。本件売買契約では、Sは船積み後3日以内に船荷証券を航空便でBに発送しなければならないと定められている。ところが、Sは、船積み後2週間を経るまで船荷証券を発送しなかったため、仕向港におけるゲーム機の引渡しに支障が生じ、Bが引渡しを受けた時にはクリスマス商戦に間に合わなくなっていた。この結果、Bは、ほとんどのゲーム機を在庫として抱え、それらを転売できる目処がない。Bは本件売買契約を解除できるか。
(4)　本件売買契約では、Sは11月31日までにゲーム機の船積みを完了しなければならないと定められている。契約締結後間もなく、Sはゲーム機の調達に困難を経験した。Sは、Bのゲーム機の購入目的がクリスマス商戦用の仕入れであることを知っていたので、10月下旬に、Bに対して、約定どおりの船積みが困難になったことを通知し、別の調達先を確保するよう勧めた。Bは、その勧めに従わず、Sの履行を待ち続けた。Sは11月31日までに船積みすることができず、Bは損害賠償を請求した。クリスマス商戦に間に合わなかったことに起因する逸失利益について、請求は認められるか。
2011年度秋学期末試験

日本にのみ営業所を有するBは、乙国で設立され、甲国および乙国に営業所を有するSの甲国営業所と交渉し、自ら運営するゲームセンター設置用に一定数のゲーム機をFOB条件で購入する契約を結んだ。Bから依頼を受けた銀行Gは、「ICC荷為替信用状に関する統一規則および慣例」(信用状統一規則)に準拠し、Sを受益者とする信用状を発行した。Bは船会社Cとの間で甲国の港から神戸港への海上運送契約を締結した。同運送契約には、日本法を準拠法とする条項が含まれている。また、運送の履行に際して運送品に滅失・損傷・延着が生じた場合、Cの役員の故意または過失がない限りCは一切の責任を負わないとの条項も含まれている。SとBの間の売買契約書には、引渡されるべきゲーム機のデザインの概要が記され、外装については黒塗りとされていたが、Sの甲国営業所は、濃紺(のうこん)色の外装のゲーム機を調達し、契約で定められた船積み期限までに甲国の港で船積みした。船積み後発航前に、Cの配乗させた船員がタバコを消し忘れ、それが原因で船舶において火災が発生し、船積みされたゲーム機の半分は焼失した。Cの配乗させた船長は、船体を目視により点検して航行が可能であると判断し、出航を指示した。ところが、火災によって損傷したエンジンが間もなく正常に作動しなくなり、修理のための予定外の寄港が必要となったため、ゲーム機の残り半分は神戸港に遅れて到着した。

(2)　BはSに対して、売買契約の違反を理由にどのような救済を求めることができるか。甲国は国際物品売買契約に関する国際連合条約(「条約」)の締約国であるが、乙国は締約国でないものとする。

CISGの下での危険の移転

36条(「第二節　物品の適合性・・・」「危険が買主に移転した時」cf.「とき」)、(66条)

危険の移転とは

滅失・損傷などの物品の契約不適合について、売主の契約違反の有無を決める基準時を定めるもの。買主の代金支払義務の有無(契約違反があって、かつ、解除の要件を満たしていれば、買主は解除することにより、支払義務を免れることができるし、代金減額の要件を満たしていればその限りで支払義務を免れることができる)だけでなく、買主の損害賠償請求や履行請求等の救済の可否が決まることにもなる。

cf. 民法上の危険負担(536条)　債務者に帰責事由のない履行不能により債務が消滅することを前提に、その場合に、債権者の反対債務が存続するか否かを決めるもの。

CISGの下では、(特定物売買の場合などで)売主の履行が不能のとき、重大な契約違反に当たれば、買主は契約を解除でき、代金支払義務を免れることになる(逆に言えば、解除しないかぎりは代金支払義務を免れない)。
危険の移転時期は契約により決めることができる。FOB条件またはCIF条件を採用すると、危険は船積港で移転することになる。

25. 危険の移転後に滅失・損傷が生じ、それが売主の作為または不作為によらない場合

[事例1]  第一級綿花のFOB売買において、売主が第一級綿花を船積みしたのち、運送人の過失による船舶の火災で綿花が黒焦げになった。

26. 危険の移転前に契約不適合となっていたが、当該不適合が危険の移転後に明らかになった場合

[事例2] 米のCIF売買において、契約に適合した米を船積みしたが、包装が古く弱かったため、航行中に破れて中の米が滅失した。

35条2項d号

27. 危険の移転前に契約不適合となっており、危険の移転後に、売主の義務違反によらずに滅失・損傷が生じた場合

[事例3] 第一級綿花のFOB売買において、売主が第二級綿花を船積みしたのち、運送人の過失による船舶の火災で綿花が黒焦げになった。

(1) 船積み時の契約不適合が重大な契約違反とはならない場合

(2) 船積み時の契約不適合が重大な契約違反となる場合

45、46、49、25、82(2)(a)

28. 危険の移転後に滅失・損傷が生じ、それが売主の義務違反による場合

[事例4] 機械類のCIF売買で、売主が明らかに能力不足の者に運送を委託し、契約に適合する目的物を船積みしたが、運送人の不注意によってそれが損傷を受けた。

32条2項

参考) Incoterms 2020 CIF

A4 運送
売主は、・・・指定仕向港・・・までの、物品の運送契約を締結するか、または、調達しなければならない。運送契約は、売主の費用により通常の条件で締結されなければならず、かつ、売買された種類の物品の運送に通常使用されるタイプの本船で、通常の航路による運送を規定していなければならない。・・・
29. 危険の移転後に売主の義務違反によらずに滅失・損傷が生じ、売主が別に(物品の契約適合性以外の点で)「重大な契約違反」をした場合

[事例5] ゲーム機のCIF売買において、売主は契約に適合したゲーム機を船積みしたが、運送中に運送人が適切に保管しなかったため、ほとんどのゲーム機に故障が生じた。同ゲーム機は、買主がクリスマス商戦用に仕入れたものであって、売主もその目的を知っていた。しかし、売主が船荷証券の交付を長期間怠ったため、仕向港におけるゲーム機の引渡しに支障が生じ、買主が引渡しを受けた時には新年になっていた。

34条

参考) Incoterms 2020 CIF
A6 引渡書類／運送書類

売主は、自己の費用により、合意された仕向港までの通常の運送書類を、買主に提供しなければならない。
30. 危険移転前に不適合が生じていたが、買主が検査・通知義務を怠った場合

[事例6] パソコンのFOB売買において、商品到着後4ヶ月経ってから買主が検査してみたところ、誤作動が生じた。そこで船積み前に同商品を検査した機関の報告書を取り寄せたところ、誤作動はその時点で既に生じていた。

38、39、40、44条

2009年度期末試験問題

化学肥料の製造を業とするBは、肥料Yを製造するためであることを商社Sに伝えて、材料「X(一級)」を一定量Sから買受ける契約を「インコタームズ2000 CIF神戸」条件でSとの間で締結した。Sは、Bを荷受人、神戸港を到達地とする運送契約を海運会社Cと締結した。Cは自己の所有船を本件運送に提供したが、Sは、X(一級)の調達に失敗したため、代わりにX(二級)を船積した。X(二級)はX(一級)に機能的に代替するが、X(一級)と比べて、不純物が多いため、市場価格は安い。船積時に、SはCに対して、運送品の種類をX(一級)であると通告したが、Cは、通告が正確であることを確認する専門的知識・能力を有していなかったため、運送品の種類を「『X(一級)』であると荷送人に言われている(“said by the shipper to contain”)」として記載する船荷証券を発行した。Sはこの船荷証券と引換えにBから売買代金の支払を受けた。船積されたX(二級)は、保管されていた船倉で運送中に火災が生じたため、その半分が焼失したが、残りの半分は火災の影響を受けずに神戸港に荷揚げされた。荷揚げ後速やかに、Bは、荷揚げされたX(二級)を検査し、それがX(一級)でないことが判明すると、X(一級)は運送中にX(二級)に変異する性質のものではないことを専門家に確認し、Sに品違いを通知した。Bは荷揚げされたX(二級)を使用して、所期の目的どおり肥料Yを製造したが、X(一級)を使用した場合と比べて不純物の精製に多めの費用がかかり、さらに、焼失したX(二級)の量に相当する量のX(一級)を他から調達する費用もかかった。日本法、なかでも、国際物品売買契約に関する国際連合条約(CISG)および国際海上物品運送法が適用されるとして、以下の独立した各問いに答えなさい。

(3) BはSに対して、支払った代金の全部または一部の返還を請求できるか。一部の返還を請求できる場合、その額の計算に際して物品の価値を算定する基準時はいつか。

(4) BはSに対して、不純物の精製にかかった余分の費用および焼失したX(二級)の量に相当する量のX(一級)を他から調達した費用について、損害賠償を請求できるか。SがX(一級)の調達に失敗した原因が、(i) 自身の調達計画の乱れによるがSにその点の過失がなかった場合と、(ii) 契約締結後に、X(一級)の調達を予定していた国において、外見上安定していた政権がクーデターにより崩壊し、激しい内戦が勃発したため、X(一級)の産地へのアクセスが断絶したことによる場合とに分けて論ぜよ。

FOBとCIFの基礎

	グループ
	取引条件

	Ｅ条件
（出荷）
	EXW
	Ex Works
	工場渡

	Ｆ条件
（主要輸送費抜き）
	FCA
FAS
FOB
	Free Carrier
Free Alongside Ship
Free On Board
	運送人渡
船側渡
本船渡

	Ｃ条件
（主要輸送費込）
	CFR
CIF
CPT
CIP
	Cost and Freight
Cost, Insurance and Freight
Carriage Paid To
Carriage and Insurance Paid To
	運賃込
運賃保険料込
輸送費込
輸送費保険料込

	Ｄ条件
（到着）
	DAP
DPU
DDP
	Delivered At Place
Delivered At Place Unloaded
Delivered Duty Paid
	仕向地持込渡

仕向地荷降渡

関税込持込渡


1. 引渡地

積地条件と揚地条件

これらの条件で定まる引渡地(占有を法的に取得した地 cf. 現実に支配下に置いた地)によって、次のような地も決まる。

民事訴訟法3条の3（契約上の債務に関する訴え等の管轄権）1号「契約において定められた当該債務の履行地」

法の適用に関する通則法 18条（生産物責任の特例）「被害者が生産物の引渡しを受けた地」

2. 海上運送条件と運送方法を問わない条件の区別

海上運送の前に引渡をなす条件

FAS
CFR


FOB
CIF


運送方法を問わない条件

EXW
FCA
CPT
DAP


CIP
DPU



DDP

3. “FOB Kobe 9000 USD, Incoterms 2020”と“CIF Kobe 9000 USD, Incoterms 2020”のそれぞれの条件につき以下の問いに答えよ。

a. 誰が運送契約の締結義務を負うか。

b. 誰が保険契約の締結義務を負うか。

c. 9000 USDは何に対する対価を含んでいるか

d. 売買契約締結後、運送契約締結までの運送賃(傭船料など)高騰のリスクは、売主と買主のどちらが負うか。

e. 船積港はどこか

f. 仕向港はどこか

参考) 保険法

第二条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
・・・
三　保険契約者　保険契約の当事者のうち、保険料を支払う義務を負う者をいう。
四　被保険者　次のイからハまでに掲げる保険契約の区分に応じ、当該イからハまでに定める者をいう。
イ　損害保険契約　損害保険契約によりてん補することとされる損害を受ける者
・・・

（第三者のためにする損害保険契約）
第八条　被保険者が損害保険契約の当事者以外の者であるときは、当該被保険者は、当然に当該損害保険契約の利益を享受する。
司法試験　サンプル問題〔第２問〕

日本に主たる営業所を有する会社Ａは，甲国に主たる営業所を有する会社Ｃから一定量の穀物を一定の限度額内でＦＯＢ（インコタームズ２０００）条件によって買い受けることを内容とする契約の締結を日本に営業所を有するＢに対して委任した。Ｂは，Ａを代理して，甲国において，上記委任契約で定められた量及び限度額を超える穀物を買い受ける契約を上記ＦＯＢ条件によってＣと締結した。Ａは，穀物を緊急に取得する必要があったため，売買契約に係るすべての穀物の船積み時期を３週間早めるようＣに対して依頼した。ＡＢ間には委任契約の準拠法を日本法とする合意があり，本件事案に関する紛争について日本の裁判所が管轄権を有することを前提として，以下の問いに答えよ。・・・

・・・

２．ＢＣ間で売買契約の準拠法を日本法とする旨の合意があり，ＢＣ間の売買契約がＡについて効力を生ずる場合，船が途中で沈没して船積みされた穀物が滅失したときに，ＡはＣに対して代金支払義務を負うか。

2010年度期末試験問題

ゲーム機卸売業者Bの甲国の営業所は、商社Sの日本の営業所からビデオゲーム機100台を「FOB神戸港、インコタームズ2010」条件で買い受ける契約(以下「本件売買契約」)を結んだ。甲国は国際物品売買契約に関する国際連合条約(CISG)の締約国である。Bは、本件売買契約の履行のため、船会社Cとの間で運送契約を締結した。この事情の下で、独立している以下の各小問に答えよ。

(1)  本件売買契約締結後、BはSに対して、貨物保険を取得するよう求めたが、Sはこれを拒否した。これは本件売買契約の違反となるか。

運送契約・船舶利用契約の諸形態

31. 運送契約
a. 個品運送契約

運送人が荷送人から個々の物品の運送を引き受ける契約

特定の航路に、一定の航海スケジュールと運賃表に従って配船される定期船（liner）によって運送されることが多い。

運送人によって船荷証券が発行されることが多く、その裏面条項は契約内容の証拠となる。

荷主保護のため、片面的強行法規として(11条)、国際海上物品運送法が適用される。

商法の規定(第二編「商行為」→第八章「運送営業」→第二節「物品運送」、第三編「海商」(第三章「海上物品運送に関する特則」(第一節「個品運送」) は、国際海上物品運送法の規定に抵触しないかぎり、外航運送にも適用される(国際海上物品運送法15条が確認的に規定)。

b. 航海傭船契約(voyage charterparty)
特定の一航海又は数航海を単位とし、船主=船舶所有者が、船長その他の船員を配乗させた船舶の全部又は一部を貸し切り、これに船積みされた物品を運送することを約し、相手方(傭船者)が運送賃(傭船料)を支払うことを約する運送契約

一次産品(例　石油、石炭などの原材料や小麦、大豆などの食糧)などの大量の貨物を運送する場合に利用されることが多く、通常、需要に応じて配船される不定期船（tramper）が用いられる。

内部関係は、ほぼ約款に従って規律される。傭船者保護の要請は高くないので、任意法規としての適用となる(国際海上物品運送法12条)。
商法の規定(第二編「商行為」→第八章「運送営業」→第二節「物品運送」、第三編「海商」(第三章「海上物品運送に関する特則」(第二節「航海傭船」) は、国際海上物品運送法の規定に抵触しないかぎり、外航運送にも適用される(国際海上物品運送法15条が確認的に規定)。
第三者に対する責任は、船主が負う(商法690条(民法715条の特則))。

32. 船舶利用契約
a. 船舶賃貸借(裸傭船)契約

船主から船舶だけを一定期間借り受ける契約

賃借人が自ら船長・船員を選任監督する。

船舶賃借人は、船舶の利用に関する事項については、第三者に対し船主と同一の権利義務を有する(商法703(1)、690条)。

b. 定期傭船契約 (time charterparty)

特定の期間を単位とする(商法704条)。

船主が船長その他の船員を配乗させる。

傭船者は商事事項(航海をどのように遂行するか、どこで積みどこで荷揚げするかなど)について船長に対する指揮命令権を持つ(商法705条前段)。海技事項(船舶の堪航性の確保など)については、契約によって異なるが、一般に、船主が船長に対する指揮命令権を持つ(商法705条後段)。

特に外航海運において盛んに利用される。内部関係は、ほぼ約款に従って規律され、国際的に利用されている約款(ボールタイム書式、プロデュース書式)がある。対第三者不法行為責任の主体は誰か、発行された船荷証券上の個品運送契約の契約主体は誰かについては、商法は規定を置いていない。
i. 不法行為責任　　
例　船舶衝突の責任、船舶の座礁による海洋汚染の責任
海技事項についての指揮監督権限を有していた者は誰か(通常は船主であるが契約によって異なる)を基準とする。

煙突のマークの表示(通常は傭船者のマークが表示される)は無関係

理由　取引関係でない不法行為において外観信頼の保護は通常問題とならない。

最判平成４年４月28日

「定期傭船者の衝突責任などの権利義務の範囲については、商法を始めとする海商法の分野での成文法には依拠すべき明文の規定がないので、専ら当該契約の約定及び契約関係の実体的側面に即して検討されなければならないところ、前記の各契約書はそれぞれ本文一枚の極めて簡略なものであって、そこには、『船舶の使用に関する一切の命令指示等の権限は上告人[傭船者]に属する。』・・・などの約定の記載があるにとどまっている。次いで、その契約関係の実体についてみるのに、・・・燃料費は船舶所有者において負担し、上告人には船長の任免権があるともいえず、また、上告人が各船舶を直接自己の占有下に置いてはいなかった、というのである。しかしながら他方、各船舶は、専属的に上告人営業の運送に従事し、その煙突には、上告人のマークが表示されており、その運航については、上告人が日常的に具体的な指示命令を発していたのであって、上告人としては、各船舶を上告人の企業組織の一部として、右契約の期間中日常的に指揮監督しながら、継続的かつ排他的、独占的に使用して、上告人の事業に従事させていた・・・。原審は、これらの事実関係の下において、上告人は、船舶所有者と同様の企業主体としての経済的実体を有していたものであるから、右各船舶の航行の過失によって被上告人所有の掃海艇に与えた損害について、商法七〇四条一項[現行商法703条1項]の類推適用により、同法六九〇条による船舶所有者と同一の損害賠償義務を負担すべきであるとしたが、この判断は、正当として是認することができる。」

注) 本判決は事例判決であると解され、実務におては、本判例が出た後も、船舶所有者が責任を負う前提で、船舶所有者が賠償保険をかけ、事故処理が行われている。 

ii. 定期傭船に関して発行された船荷証券上の個品運送契約の契約運送人の特定

傭船者は、自らの運送品の運送のためにのみ傭船した船を使用するわけではなく、第三者との間で個品運送契約を締結し、運賃を収受することが多い。個品運送契約の当事者(運送人)が誰かは、当該事案において、傭船者が自己の名で契約したか、船主の代理人として(顕名を含む代理の要件をみたして)契約したかによって決まる。

例　傭船者が契約締結の交渉にあたり、船荷証券を自己の代理店に発行させ、当該船荷証券は、自己の社名を冠しているが、For the Master(「船長のために」)として署名され、下記のデマイズ・クローズがある場合

If the ship is not owned by or chartered by demise to the company or line by whom this bill of lading is issued (as may be the case notwithstanding anything that appears to the contrary), this bill of lading shall take effect only as a contract with the owner or the demise charterer as the case may be as principal, made through the agency of the said company or line who act as agents only, and shall be under no personal liability whatsoever in respect thereof (当船が本船荷証券を発行した会社によって所有または裸傭船されていない場合、(異なる結論を示唆するものがあったとしても)当船の所有者または裸傭船者を本人として本船荷証券は効力を生じ、本船荷証券を発行した会社は代理人としてのみ行為し、船荷証券上の責任を負わない).

1) 船主が運送人であるとの解釈の根拠

「船長のために」の表示のある署名は、一般に船長が代理する船主を運送人とするものと解される。また、定期傭船契約中にそのような船荷証券の発行の傭船者に対する授権があることが多い。

船荷証券所持人は、船舶登録簿(Lloyd’s Register of Ships)により船名から船主を特定できるので、右の署名は本人の顕名として十分である。

船荷証券の頭書は、海運実務の慣行に照らし取引当事者の誤認を生じるおそれがなく、傭船者に責任を負わせる必要はない。

デマイズ・クローズは誰が運送人であるかを定める約款であり、運送人の責任を軽減するものではないから国際海上物品運送法11条1項の規定に抵触しない。

2) 傭船者が運送人であるとの解釈の根拠

船荷証券に「船長のために」と表示して署名がなされても、本人として船主の名前が記載されていない場合は、本人の顕名があったとはいえず、代理の効果を船主に帰属させることができない。(民法99条「代理人が・・・本人のためにすることを示して」)

デマイズ・クローズは、荷主に運送人の調査のため余分な時間と労力を負わせるものである(「当船が本船荷証券を発行した会社によって所有または裸傭船されていない場合」かどうかは必ずしも明らかでない)から、国際海上物品運送法11条1項に反する特約として無効である。

船荷証券の記載以外の事実をも重視し、契約成立の際の事情を検討して判断するべき。商法760条(国際海上物品運送法15条で準用)(船荷証券の文言証券性)は、証券上記載のない事実の主張を運送人が行うことを制限しているに過ぎないので、証券所持人が、傭船者が自己の名において運送の引受けを行った事実を立証して傭船者に対し請求することは妨げられない。

傭船者は荷送人に対し運送を引き受ける旨の意思表示をし、運賃を収受し、自己の商号の記された船荷証券を発行している。

3) 判例(ジャスミン号事件)
日本の海運会社Y2(関汽外航株式会社)は、本船ジャスミン号の船主であるパナマ法人Y1との間で、本船の定期傭船契約を締結した。本件定期傭船契約には、ニューヨーク・プロデュース・フォームが使用されており、「船長、傭船者ないしその代理人に対し・・・本傭船契約書に従って、船長のために船荷証券に署名する権限を与えることが合意された」との条項があった。Y2はAと航海傭船契約を締結し、これに基づいて本船によりインドネシアから韓国への物品運送を行うこととした。Y2・A間の航海傭船契約には、Y2がAないしその代理店に対し船長のために船荷証券に署名する権限を与えた旨の条項があった。その権限に基づき、Aの代理店Bは、「船長のために(FOR THE MASTER)」と表示して署名した船荷証券を荷主に対して発行した。その上部には、KANSAI STEAMSHIP COMPANY LTD BILL OF LADINGと表記され、船主を代理したBが運賃を受領した旨記載もあった。また同船荷証券には、「本船が、関汽外航により所有または裸傭船されていない場合には、これに反する記載にかかわらず、本件船荷証券は、本船船主または裸傭船者を契約当事者としてこの者としての契約としてのみ効力を有し、関汽外航は、本船船主ないし裸傭船者の代理人としてのみ行為し、上記契約に関するいかなる責任も負わない」とのいわゆるデマイズ・クローズが挿入されており、日本法を指定した準拠法約款が含まれていた。韓国で荷揚げされた運送品に損傷があったので、韓国の保険会社Xは、船荷証券所持人に保険金を支払い、保険代位により、Y2に対しては船荷証券で表章される運送契約に基づき債務不履行責任を、Y1に対しては債務不履行責任又は不法行為責任を根拠とし、損害賠償を請求して訴えを提起した。

(a) 最判平成10年3月27日

「一　いわゆるニューヨーク・プロデュース書式等に基づく定期傭船契約によって傭船されている船舶が運送の目的で航海の用に供されている場合において、右船舶に積載された貨物につき船長により発行された船荷証券については、船舶所有者が船荷証券に表章された運送契約上の請求権についての債務者となり得るのであって、船荷証券を所持する第三者に対して運送契約上の債務を負担する運送人がだれであるかは、船荷証券の記載に基づいてこれを確定することを要するものと解するのが相当である。・・・
二　そして、本件については、・・・本件船荷証券に表章された運送契約上の請求権について被上告人関汽外航[Y2]が運送人として責めを負うものとは認められないとした原審の判断は、結論において是認することができる。」

(b) 東京高裁平成5年2月24日判決

「・・・外航船舶の船荷証券の記載には一応の証拠としての効力があるから・・・、船荷証券で表章される運送人は、原則として船荷証券上の記載及びその解釈によって確定されなければならない。

２　本件船荷証券上の運送人について

（一）控訴人ら[X]は、本件船荷証券の上部にＫＡＮＳＡＩ　ＳＴＥＡＭＳＨＩＰ　ＣＯＭＰＡＮＹ　ＬＴＤ　ＢＩＬＬ　ＯＦ　ＬＡＤＩＮＧの表示があることをもって本件船荷証券上の運送人は被控訴人関汽外航である旨主張する。そして、本件船荷証券の上部に右の表示があることは前記のとおりである。しかしながら、・・・本件船荷証券の署名欄には『Ｆｏｒ　ｔｈｅ　Ｍａｓｔｅｒ』の記載があってそれに署名があることや約款にデマイズ・クローズが記載されていること等本件船荷証券上にはそれで表章される運送人を固有にかつ明確に特定することができる事項があることからすれば、本件船荷証券上部の右表示は、本件船荷証券の用紙が同被控訴人の専用用紙であることを示すか、荷主等に対して連絡先を示すか、せいぜい同被控訴人[Y2]が定期傭船者等として本件船荷証券で表章される運送人との傭船契約に何らかの形で関与していることを示す以上の意味を持つものではないと見るべきである。」

2005年度期末試験　第２問

定期傭船により物品運送される場合、下記の事情の下で、船主(船舶所有者)と定期傭船者のいずれが、荷主との運送契約の運送人(責任主体）となるか論ぜよ。

荷主と運送契約の交渉にあたった定期傭船者は、自己の社名を頭書に冠した船荷証券を自己の代理店に発行させた。当該船荷証券は、“For the Master(船長のために)”と署名され、次のいわゆるデマイズ・クローズが裏面に極小活字で記載されている。

“If the ship is not owned by or chartered by demise to the company or line by whom this bill of lading is issued, this bill of lading shall take effect only as a contract with the owner or the demise charterer as the case may be as principal, made through the agency of the said company or line who act as agents only, and shall be under no personal liability whatsoever in respect thereof.(当船が本船荷証券を発行した会社によって所有または裸傭船されていない場合、当船の所有者または裸傭船者を本人として本船荷証券は効力を生じ、本船荷証券を発行した会社は代理人としてのみ行為し、船荷証券上の責任を負わない)”

33. 個品運送契約の荷受人・貨物保険者の地位

例　CIF売買の目的物が運送中、船積後陸揚前に全部滅失した。荷受人とされた買主は運送人に対して債務不履行責任を追及できるか。運送品が損傷したが、全部滅失していない場合はどうか。荷送人である売主が運送賃を支払っていなかった場合、運送人は荷受人に対する損害賠償債務と相殺することができるか。
商法581条　国際海上物品運送法は同条の規定を準用（15条）

「荷受人」および「到達地」は運送契約上のもの。

船荷証券が作成された場合には適用されない(768条)。船荷証券に表章された運送契約上の運送品引渡請求権の譲渡については、船荷証券のレジュメ参照。

貨物保険が付されておれば、保険給付を行った保険者は被保険者(荷送人または荷受人)に法定代位(保険法25条(商法815条2項で準用))。

船荷証券

海上の物品運送の契約内容と運送品の船積(または受取り)を証するとともに、運送契約上の運送品引渡請求権を表章する有価証券（bill of lading）

商法｢第三編　海商｣→「第三章　海上物品運送に関する特則」→「第三節　船荷証券等」
外航運送にも適用される(国際海上物品運送法15条が確認的に規定)
1. 交付義務
757条「運送人・・・は、荷送人・・・の請求により」
2. 記載事項

要式証券(758条1項）

荷送人の通告(759条1項および3項） 

3. 荷受人の指定と譲渡の方法

758条1項5号
	
	荷受人の指定
	譲渡の方法

	指図式
	'X or Order', 'Order’
	裏書　 例: “to the order of Y,  X(署名)”

	持参人式
	'bearer', 'holder'
	交付

	記名式
	'X' (船荷証券の紛失リスクに対処するため)
	日本法上は、裏書禁止文言(“non-negotiable”等)がないかぎり、法律上当然に指図証券となる（762条）。


Xには、買主や信用状発行銀行が表記されることが多い。

善意取得や免責証券性(後記)との関係で紛失等に伴うリスクが大きいのは、持参人式、指図式、記名式(但し、日本法上は当然に指図式となる)の順。

4. 受取船荷証券と船積船荷証券

757条　交付義務

758条２項　積込済の付記

受取船荷証券は、船積みの事実と日付を証明するものではないので、船積船荷証券に比べて証拠方法としての有用性が劣る。

信用状統一規則(UCP 600)  Article 20 Bill of Lading

a. 船荷証券は､いかなる名称が付されているかを問わず､次のように見られるものでなければならない｡

・・・

ii.物品が､信用状に記載された船積み港で記載船舶に船積みされた(shipped on board a named vessel)ことを次の方法により示していること｡

- 事前印刷文言により、または

- 物品が船積みされた日付を示している積込済の付記(on board notation)により。

船荷証券の発行日は､船積み日(date of shipment)と見なされる。ただし、船荷証券が船積み日を示している積込済の付記(on board notation)を含んでいる場合を除くものとし､この場合は､その積込済の付記に記載された日が､船積み日(date of shipment)と見なされる｡

...

5. 効力

a. 処分証券性

761条　船荷証券の発行後は、運送品に関する処分(所有権譲渡、質権設定など)は、船荷証券によってなされ(交付または裏書譲渡され)なければ、効力を生じない。(民法176条(意思主義)の例外。但し、争いあり。)

大審院昭和３年10月11日判決

「・・・貨物引換証を発行し荷為替附にて物品を発送したる場合に在りては特段の事情の徴すべきものなき限り買主に於て貨物引換証と引換に代金の支払を為して物品を受領するまでは其の所有権は依然として売主に存するものと云ふべく即荷為替附の発送は売主に於て物品の所有権を保留する所以に外ならざるものと観さるべからず。」

但し、船荷証券は物権を表章するわけではないので、船荷証券の引渡しなくして、運送品の占有により、その善意取得(民法192条。譲受人が船荷証券の発行を知る場合は、善意とならない。)がなされる可能性あり。
大判昭和７年2月23日

「貨物引換証の発行ありたる運送品に付、運送人・・・が右の事実を知りながら之と引換に非ずして運送品を貨物引換証の所持人以外の者に引渡したるときと雖引渡を受けたる者が自己の所有物として之に質権を設定し質権者が平穏、且、公然に之が占有を為し善意にして、且、過失なきときは民法第百九十二条の規定に基き該運送品に対し有効に質権を取得するものな[り]。従て貨物引換証の所持人・・・は・・・自己の受領する権利あることを主張することを得ざるものとす。」

b. 引渡証券性

763条

引渡証券

物品の引渡請求権を表章する有価証券であって、その証券を証券上の権利者(連続する裏書の最終被裏書人など)に引き渡した場合に、目的物自体の引渡しがあったのと同一の効力を有するもの。

民法178条、344条

所有権移転の対抗要件具備や質権の効力発生要件具備のために運送中の貨物を実際に引渡すことは困難。

「運送品の上に行使する権利の取得に関して」　売買契約上の義務としての目的物の引渡しは、証券を引渡しても、あったことにはならない(大判昭6年6月26日「売主たる上告人Xが目的物件に付、貨物引換証を発行せしめ之を買主たる被上告人Yに送付したりとするも被上告人Yに於て貨物引換証に依り目的物の受領を承諾し右引換証の引渡を受くるに非ざれば之を以て直に契約品の引渡ありたるものと謂ふを得ざる」)。

c. 受戻証券性

764条
　運送品の所有者であっても、証券と引換えでなければ運送品の引渡請求ができないとする判例あり(東京地判大正15年3月16日)。

債権者側からの規定ぶり。債務者(運送人)から見ると、証券と引換えでなければ証券上の債務の履行を必要としないことを意味する。

紛失・滅失の際は、除権決定を取得すると、船荷証券は無効となり、公示催告申立人に有価証券の所持人と同等の形式的資格が認められる(非訟事件手続法118条)。

資格授与的効力
形式的資格(裏書の連続など(偽造の裏書が介在しても、連続性は欠くことにならない))が認められる船荷証券所持人は適法の所持人と推定される(<指図式につき>民法520条の4、<持参人式につき>520条の20の準用する520条の14)。すなわち、運送人は、所持人の無権利を立証しなければ、権利行使を拒むことができない。
免責証券

　形式的資格が認められる船荷証券所持人に対して運送品を引き渡せば、真の権利者でない者(船荷証券を盗取した者や、無権利者から善意取得(<指図式につき>民法520条の5、<持参人式につき>520条の20の準用する520条の15)によらず譲り受けた者)に引き渡した場合でも、運送人は悪意重過失ない限り免責される(<指図式につき>民法520条の10、<持参人式につき>520条の20の準用する520条の18)。
i. 仮渡し･保証(補償)渡し

往々にして、船荷証券よりも先に船が仕向港に到着する(「船荷証券の危機」)。

仮渡し

運送人が、船荷証券と引換えでなく、また、保証状も取らずに、運送品を引き渡すこと。後に船荷証券の正当な所持人から引渡請求を受けた場合には、運送人は、正当な所持人に対して、先に引き渡した運送品を取り戻して引き渡すか、損害の賠償をしなければならない(大判大正15年9月16日)。

保証(補償)渡し

運送人が、船荷証券と引換えではなく、相当の担保を取ることによって、運送品を引き渡すこと。担保としては、一般に、運送人の将来の損害賠償責任について、保証渡しを受ける者やその者から委託を受けた銀行が担保を約する保証状が用いられる。

保証(補償)の有効性

大判大正15年9月16日

「商法第三百四十四条は貨物引換証を作りたる場合に在りては運送人は貨物引換証と引換に非ざれば運送品の引渡を為さざる権利を有すると同時に義務を負ふ旨を規定したるに過ぎざるを以て強行的規定に非ず。故に運送人が荷受人に対し後日貨物引換証の交付を受くる約定の下に之と引換に非ずして貨物を引渡したるときは爾後貨物引換証の正当なる所持人の請求に因り貨物引渡の不履行に因る損害賠償の責を辞することを得ざるも該約定を右規定に違反するものとして無効と為すべきものに非ず。」

ii. 船荷証券の複本の発行

757条「一通又は数通」

実務上、紛失に備え、船荷証券は３通発行し、１通と他の２通とを別々に送付している。

信用状統一規則 “a full set of clean on board bills of lading"

同一運送品につき数通の船荷証券が発行されたときは、(船荷証券上記載されている)陸揚港では、そのうちの1通を呈示しても運送品の引渡しを請求できるが、それ以外の場所では、全通をそろえなければ請求できない(商法765～767条)。

陸揚港内
  商法765条1項 → 766条

  運送品の引渡しが遅延して二人以上の所持人から請求を受けるに至ったときは、767条(なお、同条３項の「第一項に規定する場合」とは、１項前段の「二人以上の船荷証券の所持人が運送品の引渡しを請求したとき」と１項後段の「運送人が・・・運送品の一部を引き渡した後に他の所持人が運送品の引渡しを請求したとき」を指し、権利供託がされない場合の規律も含む)。

陸揚港外

  商法765条2項 ≠ 766条

  バラバラに船荷証券が譲渡されたときは、767条。
d. 文言証券性

i. 原則

前提) 損害発生の時期についての立証責任

最判昭和48年４月19日

「・・・債務不履行に基づく損害賠償を請求する訴訟における一般原則に従うときは、本件のような国際海上物品運送契約における運送人の債務不履行による損害賠償請求訴訟においても、運送品の損傷が運送人の船積み後荷揚前に生じたことの立証責任は、債権者の側にあるものと解するのを相当とする・・・」

760条

「運送人は」　cf. 船荷証券所持人の側から運送人に対しては、船荷証券の記載と異なる事実を証明してその事実に基づく権利を行使することはできる。

「船荷証券の記載」758条に掲げるすべての記載事項
「善意の船荷証券所持人」　cf. 荷送人(759条1項・3項参照)
運送人の主観や過失を問題としない。

例　運送品の数につき、船荷証券上は10個と記載されていたが、実際には9個しか船積みされなかった。船荷証券所持人(H)は、9個しか引渡しを受けなかったので、残りの一個分につき運送人(C)に損害賠償を請求した。Cは、荷送人の通告にしたがって運送品の数を10個と記載し(759条1項参照)、その点につき過失がなかったとしても、Hが善意(10個との記載が事実に反することを知らずに船荷証券を取得したこと)であれば、Cは実際に船積みされたのが9個であることをHに対抗できない。

運送人が所持人の悪意についての立証責任を負担する。

ii. 不知約款・文言

不知約款

「運送人によって受取られた運送品が、中品が荷主によってまたは荷主のために詰められたコンテナであるときは、本船荷証券は、その表面に記載されているコンテナの数だけを受取ったことの一応の証拠であって、中品の状態およびその明細〔記号および番号、包または個品の数および種類、品名、品質、数量、寸法、重量、容積、性質、種類および価額を含む〕は運送人の知るところではなく、それらについて責任を負わない｡」
不知文言　　船荷証券の雛形に不動文字で印刷されていることが多い。

“1000 tonnes of grain have been shipped, weight and quantity unknown”

“shipper's load and count” (荷主が詰めて数えた)
“said to weigh”

“said (by the shipper) to contain” (中身は・・・と聞いている)
不知約款・不知文言の効力は、無制限に認められるわけではない。

運送品の種類、数、重量(758条1項1号および2号)について
荷送人による「通知が正確でないと信ずべき正当な理由がある場合及び当該通知が正確であることを確認する適当な方法がない場合」
例　封印されたコンテナに入れられた運送品を受け取った。
759条２項「前項の規定は、・・・適用しない」→通知に従って記載する必要はない。→不知約款・不知文言も有効。
その他の場合は、荷送人による「通知に従って記載しなければならない」(１項)→不知約款・不知文言は、無効。
cf. 「外部から認められる運送品の状態」(758条1項3号)については、記載しなければならない(同項)。

東京地判平成10年７月13日

<事実>

運送人Yは、本件運送品（中古のモーターサイクル89台）につき船荷証券を作成し、荷送人Aに交付した。本件船荷証券の裏面には、第一裏書人A、第一被裏書人Xとの記載があり、「梱包の種類・荷物の明細」欄には、”SHIPPER’S LOAD AND COUNT”という文言、および”SAID TO CONTAIN”という文言がある。Yは、Zに対して、本件船荷証券と引き換えることなく、本件船荷証券が表章する運送品を引き渡した｡そこでXはYに対し、本件船荷証券に表章された物品の引渡しに代わるものとして、損害賠償を請求した。

<判決>

「国際海上物品運送法九条は、『運送人は、船荷証券の記載が事実と異なることをもって善意の船荷証券所持人に対抗することができない。』と規定し、船荷証券が原則として記載された文言どおりの効力を有することとしている。しかしながら、・・・海上運送の実務においては、運送人が運送品の中身を確認することができない場合があり、このようなときに中身を確認しない以上船荷証券への記載に応じないとすれば、流通が阻害されるため、運送人において、船荷証券に不知文言を付した上で、荷送人が通告する中身である旨を記載した船荷証券を発行するという慣行が行われてきた。

そして、このような不知文言が付された場合には、船荷証券の文言に応じた効力の例外として、運送人は、船荷証券の所持人に対して証券に記載されたとおりの運送品があったことについて責任を負わない、換言すれば、運送品が何であったか表示されていなかったのと同様に扱うこととされ、学説もこのような解釈を支持してきた。

　国際海上物品運送法も、このような慣行に鑑み、運送人、荷送人などの利害を調整する趣旨の規定を置いている。すなわち、八条一項において、運送品の種類、運送品の容積若しくは重量又は包若しくは個品の数及び運送品の記号は、荷送人から書面による通告があったときは、原則として通告に従って記載しなければならないとし、二項において、その例外として、通告が正確でないと信ずべき正当な理由がある場合及び通告が正確であることを確認する適当な方法がない場合を規定している。この例外に当たるときは、不知文言、留保文言などを付すことができ、これを付せば、運送人は、船荷証券の記載どおりの義務から免れるものと解されている。
　以上の説示から考えれば、本件における不知文言は、一般の場合と異なるところはなく、その効力を有し、運送人である被告は、当然には本件運送品が船荷証券上に記載された運送品と同一であることについて責任を負うものではないというべきである（本件において原告の主張はないが、荷送人・・・から運送品の種類等について書面による通告があったとしても、封印されたコンテナによる運送であったことに照らせば、例外に該当し、不知文言を付すことができたものといわざるを得ない。）」。

「原告の主張は、運送人が不法な行為を行って損害賠償責任に転化する場合には、懲罰的な意味合いから不知文言の効力を否定し、運送人の責任を拡大するべきであるということに帰し、その根拠がない」。

「不知文言の効力が認められることになるから、原告は、現実に存在した運送品について損害賠償を求めることができるに過ぎない。そこで、本件運送品の内容を見ると、原告が・・・主張するモーターサイクルであったことを被告も争わない。」

UCP600  Article 26
b. shipper's load and countおよびsaid by shipper to containのような条項を表示している運送書類は､受理されることができる｡

iii. 「外部から認められる運送品の状態」についての記載

「外部から認められる運送品の状態」　運送品や包装
1) 「外観上良好な状態で(in apparent good order and condition)船積みされた」旨の記載

758条1項3号

最判昭和49年3月15日

「・・・本件船荷証券には、運送品を外観上良好な状態で船積みした旨の記載があり、また、本件積荷が荷揚げされた当時既に外観上一見して積荷の外面に海水濡れによるしみが生じ、積荷の内容について損傷等の異常が予想される状態にあったというのである。ところで、運送品を外観上良好な状態で船積みした旨の記載がある船荷証券の所持人が、荷揚げ当時外部から運送品そのものについて損傷等の異常を認めることができる状態にあつたときは、特段の事情がないかぎり、運送品そのものの損傷等の異常は、運送人の運送品取扱中に生じたものと事実上推定できることは、当裁判所の判例（最高裁昭和・・・四八年四月一九日第一小法廷判決・・・）とするところである・・・。」

記載の効力の及ぶ範囲

最判昭和48年４月19日

「船荷証券上の『運送品を外観上良好な状態で船積みした』旨の記載は、国際海上物品運送法七条一項三号所定の記載であって、運送品が包装ないし荷造されていて運送品自体を外部から見ることができない場合においては、右包装ないし荷造が外観上異常がなく、かつ、運送品を目的地に運送するに十分な状態であるとともに、運送品そのものが相当な注意をもってしても外部からはなんらの異常も感知できない状態であることを運送人が認めたものではあるが、進んでそれ以上運送人において相当の注意をしても外部から感知できない運送品そのものの状態に異常がないことまでも承認するものでないことは、原判決の判示するとおりで・・・ある。」

「・・・船荷証券上に『運送品を外観上良好な状態で船積みした』旨の記載があり、かつ、同様の状態で荷揚された場合においても、包装ないし荷造された運送品について荷揚当時中味の損傷していることがありうべきであるが、この場合には、その損傷による損害賠償を請求する側において、運送品そのものが健全な状態で船積みされたことを立証しなければならない・・・。」

2) 故障付船荷証券

無故障運送書類とは、「外部から認められる運送品の状態」に瑕疵のある状態を明示している注記(例　“cases broken, contents OK”)の付いていないものをいう｡

運送品の種類についての注記(｢中古の箱｣｢古ドラム｣など)は、船荷証券を故障付にするものではない。

故障付船荷証券は、信用状取引では、別段の信用状条件が規定されていないかぎり、拒絶される。

UCP600　　Article 27 Clean Transport Document （無故障運送書類）
銀行は､無故障運送書類(clean transport document)のみを受理する｡無故障運送書類とは､物品または物品の包装の瑕疵ある現況を明示的に宣言した条項または付記を表示していない運送書類を意味する｡たとえ信用状が､運送書類は｢無故障での積込(clean on board)｣であるべきことを要件としている場合であっても､ ｢無故障(clean)｣という語が運送書類上に現れる必要はない｡

3) 補償状

補償状　荷送人が運送人に対して発行する証書で、運送人が「外部から認められる運送品の状態」の記載と実際の運送品との相違によって損害賠償をしたときは荷送人や荷送人に委託を受けた銀行がこれを補償することを約したもの。

cf. 運送品の種類、容量および数については、荷送人の通知により記載されれば、補償状がなくとも、荷送人は自らの通知が正確であることを担保する(759条3項)。
補償状の効力

無効説

理由

買主や銀行などの船荷証券取得者に不測の損害を与えるおそれがある。
船荷証券の信用を失墜させる恐れがある。
補償状は詐欺的な目的に悪用される危険がある。

一般的に有効であるが、詐欺的な利用の場合または公序良俗違反となる場合には無効とする説(多数説) 

理由　運送品の外観の記載がどうあるべきかにつき、運送人と荷送人との間で意見が分かれることも少なくなく、実務の慣行にも合理性がある。

例　多少の傷があるが、その指摘をしなかった。
6. 海上運送状(sea waybill)

有価証券ではない。→ 受戻証券性なし → 運送品は、本人確認を経て、「受取人」に引き渡される。
「船荷証券の危機」に対応。
洋上売買が想定されていなければ、船荷証券の必要性は大きくない。
770条
1項 交付義務
2項 記載内容(船荷証券と同じ)

3項　　電磁的方法による提供可能性
国際海上物品運送法

34. 総説

個品運送契約

船荷証券の裏面に印刷された約款

交渉力の強い運送人が自己に有利な条件

1924年の船荷証券統一条約（ヘーグ・ルールズ(船荷証券に関するある規則の統一のための国際条約)）cf. ハンブルク・ルールズ
国内法として国際海上物品運送法　　平成4年改正は、ヘーグ・ルールズを改正する1979年議定書の批准に伴う。1979年議定書の批准により、1968年改正議定書の批准の効果(ヘーグ・ヴィスビー・ルールズ)も有する。

運送人の免責事由を制限し、運送人の責任の最低限度を定めた(11条1項)。

航海傭船契約

ヘーグ・ルールズは適用されない。

国際海上物品運送法は適用の対象から除外していない(ただし、12条参照)。例　損害賠償額の定型化、責任制限、除斥期間

定期傭船契約

　ヘーグ・ルールズは適用されない。
運送契約ではなく、船舶利用契約であるとの商法上の位置づけにより、国際海上物品運送法も適用されない。

35. 商法との関係
国際海上物品運送法は、外航船による運送のみに適用され、国内運送(商法の規定が適用される)には適用されない(１条)。

「船積港又は陸揚港が本邦外にある」　船積港及び陸揚港が本邦外にある場合も含む。

　国際海上物品運送法により除外されていないかぎり、外航船による運送にも、一般法としての商法の条文が適用される(国際海上物品運送法15条に確認的に規定)。
第二編「商行為」→ 第八章「運送営業」(陸上・海上・航空を問わない) → 第二節「物品運送」（570条―588条）
第三編「海商」→ 第三章「海上物品運送に関する特則」（737条―787条）

36. 国際私法との関係

１条の規定する適用範囲にある運送に対しては、国際海上物品運送法が直接適用されるのか、それとも国際私法(法の適用に関する通則法７条以下)により当該運送契約の準拠法が日本法となる場合に同法が適用されるのか。

準拠法にかかわらず､同法が直接適用されるとする説


理由　運送人の責任の最低限度を強行的に定めるという船荷証券統一条約の目的(国際海上物品運送法11条１項参照)。

国際私法により日本法が準拠法になる場合に適用があるにすぎないとする説

理由　法適用は通常、国際私法を介して決まる。
批判　準拠法の選択(通則法７条）により、国際海上物品運送法11条１項を潜脱することを運送人に許すことになる。

反論　準拠外国法の適用結果の異常性が大きく、事案の内国関連性に鑑み、国際海上物品運送法の想定する日本の法秩序が許容する限度を超えるときは､公序則(通則法42条)によって、当該準拠法の適用が排除される。

東京高判昭和44年2月24日　

<事実の概要>

荷送人Aは､運送人Y(日本法人)との間でタイル等をイタリアよりリベリアまで海上運送する運送契約を締結した。Yは(おそらくイタリアにおいて)船荷証券を発行し、同船荷証券はBに裏書譲渡された。陸揚後運送品が滅失・損傷していることが判明し、Bとの間で海上保険を引き受けていたXは、損害を填補してBに代位し、Yに対して損害賠償を求めて訴えを提起した。

<判旨>

「本件船荷証券には、同証券その他運送契約上の法律関係については日本法に準拠すべき旨の記載があり、BとYとがその旨合意したことについては、当事者間に争いのないところであるから、本件運送に関する紛争についての準拠法がわが国際海上物品運送法であることは明らかである。」

東京地判昭和39年6月20日

「本件船荷証券において同証券その他本件運送契約上の法律関係については日本法に準拠することが合意されていることは当事者間に争いがないところであるから､右関係につき国際海上物品運送法(その他日本法)がその準拠法となる」　

控訴審判決(東京高判昭和44年1月30日)も同旨。

37. 責任原則

運送品に関する義務と堪航能力に関する義務。荷主は、いずれかまたは双方を請求原因とすることができる。

ともに過失責任であるが、運送人に無過失の立証責任。

a. 運送品に関する義務

3条1項　受取(cf.船積み)から引渡(cf.荷揚)まで

i. 過失の証明責任

cf. 運送品の滅失・損傷が運送中に生じたことの立証責任は荷主にある。

運送人は無過失の立証責任を負う(4条1項)。荷主への転換(4条2項)。

「運送品の特殊な性質」による免責

例　バナナを青い状態で受け取った運送人が1カ月後に黒くなった状態で引き渡した。

東京地判昭和60年8月26日
<事実の概要>
Y(運送人)は、X(荷送人)との運送契約にもとづき、山形鋼を東京港から英国まで海上運送した。本件山形鋼には、船積み前から鋼材に通常生じる錆が存在していたが、荷揚時には、甚だしい赤錆が発生していた。Xは、船倉内に残留していた燐灰石によって腐食されたことが本件損傷の原因であるとし、Yに対し、損害賠償を請求した。Yは、本件損傷の原因は、本件山形鋼に船積み時において若干の湿気が存在していたことにあり、凝結によって錆を生ずることは鋼という貨物の固有の性質であり、法4条2項9号に規定する「運送品の特殊な性質」に該当するから、本件損傷について責任を負わないと主張して争った。

<判旨>
「・・・本件山形鋼が本船に船積みされた後に発生した原因によって本件泡錆を生じたと認めるに足りる証拠はない。そして、本件泡錆の原因が、本件山形鋼を本船に積み込んだ後に発生したものと認めることができない以上、・・・すでに船積み時において発錆した本件山形鋼に存在した湿気が、錆を進行させて、本件泡錆を発生させたと考えるのが合理的である・・・」

「・・・本件泡錆が船積み後に発生した原因によって生じたと認めるに足りる証拠がないのであるから、本件損傷がYの運送に関する債務不履行によって生じたものと認定することはできないので、・・・Xの本訴請求は理由がない。」

ii. 免責事由

3条2項

1) 航海上の過失によって生じた損害

例　航路の選択を誤り、気象通報に気づかず、信号灯を看過するなどして、衝突、座礁させ、運送品を損傷させた。
cf. 運送品の取扱いに関する過失（商業上の過失）

2) 火災によって生じた損害

例　船員のタバコの消し忘れにより発生した火災により、運送品が焼失した。

「運送人」は、法人の場合、代表機関(代表取締役)ないしそれに準ずる者(陸上の上級使用人で当該船舶を管理する者)を指す (cf. その使用人(船長など))。


例　火災報知器の装備を怠っていた。

b. 堪航能力に関する義務

5条

発航時にのみ求められている。運送品ごとに、船荷証券上の船積港の記載(商法758条1項8号)を基準とし、途中の寄港は無関係。

運送人は無過失の立証責任を負う（但書）。

但し、運送品の滅失・損傷・遅延との因果関係についての立証責任は荷主に(争いありーそのような立証は困難な場合が多い)。

　航海上の過失免責や火災免責(3条2項)は、適用されない。発航時の不堪航が原因となって、航海上の過失や船舶火災が引き起こされ、それにより、運送品が滅失・損傷・延着しても、運送人は免責されない。
東京地判昭和57年2月10日

<事実の概要>
荒天の際、甲板上を襲った海水が通風筒から侵入したことによって、汐濡れ貨物損害が生じた。通風筒は、被覆固縛されていなく、水密性がなかった。

<判旨>
「（二）　堪航（貨）能力の有無

・・・本件通風筒は、もともと構造上水密性はもとより風密性を備えている必要はなく、それに代るものとして風雨に備えて帆布カバーが用意され・・・ていたのであるから、・・・この点で堪航能力についての注意義務を怠ったということにもならない。

　そして、もう一つの海水侵入の原因となった本件通風筒に帆布カバーによる被覆固縛がなされていなかった点も、・・・これを発航時までにしなかったとしても堪航能力を欠くことにならないというべきであるから、・・・本件の汐濡損は、被告が堪航能力についての注意を怠ったことによって生じたものではないということができる。

・・・　そうすると、法五条一項三号に基く原告の請求は理由がないといわねばならない。

（三）　運送品に関する注意義務の懈怠の有無

（１）　先ず、被告が抗弁として主張するように、イミアス号の遭遇した荒天が、法四条二項一号の「海上その他可航水域に特有の危険」に該当する異常な荒天といえるかどうかについて判断するに、右「海上特有の危険」とは沈没、坐礁その他通常堅固な船舶が耐え難い程の予期出来ない異常な波浪等を伴う荒天をいうものと解すべきところ、・・・イミアス号の遭遇した荒天は、かなり激しいとはいえ未だ「海上特有の危険」に該当するとまではいえないというべきである。・・・

　そうすると、被告は、本件貨物の損害防止につき注意を尽したことを立証しない限り、法三条一項の責任を免れ得ない筋合となる。

・・・乗組員は本件通風筒が水密性はもとより風密性がなく、ダンパーが開閉不能等の整備不良の状態にあるのに荒天に備え帆布カバーを被覆固縛しなかったと推認される。・・・

　そうすると、被告は、・・・本件汐濡損について、法三条一項による運送品に関する注意義務違反を理由とする損害賠償責任を免れることはできないといわなければならない。」

東京地判平成23年７月15日

「本件貨物・・・は、滑りやすいポリプロピレン編みの袋に入れられ、・・・積み込まれており、荷敷も詰め物も用いられなかった。

　そして、一部の袋は、ワイヤーやマニラ縄で固定されていたものの、貨物全体を固定するものではなかった。」

「本船ホワイト・コーワは、航行中に荒天に遭遇し・・・室戸岬沖合で、風に煽られ、船体が左舷側に傾き、転覆、沈没した。」

「本件・・・事故は、本船ホワイト・コーワが荒天に遭遇した時、本件貨物・・・の袋が左舷側の一方に寄り、本船ホワイト・コーワが傾き、転覆したと認められる。

・・・本船ホワイト・コーワは、室戸岬沖合を通過する航海で遭遇することが予見できる程度の荒天状況であったにもかかわらず、それに堪えられずに本件・・・事故に至ったのであるから、本船ホワイト・コーワは、マリリ港出港当時、不堪航であったということができる。」

「そして、被告は、本船ホワイト・コーワがマリリ港を出港する時点で、同船を堪航能力を備えた状態におくことに関し、相当の注意義務を果たしたこと（国際海上物品運送法５条２項*）を立証していないから、被告は、原告らに対し、本件・・・事故に関し、国際海上物品運送法５条１項１号**により、運送品の滅失及び損傷について損害賠償義務を負う。」

* 現行法の5条但書
** 現行法の５条１号
c. 「使用する者」

独立的企業者およびその使用人を含む。cf. 「被用者」(民法715条)
例
3条　港湾荷役業者(いわゆるステベ<stevedore>)、倉庫業者など
5条　造船業者、船舶修繕業者など
運送人は、その使用する者に対して、求償を請求できる。

38. 損害賠償額の定型化

8条　　cf. 民法416条(逸失利益などの間接損害も含む)
趣旨　運送契約締結の時点でリスクの大きさを知ることを可能にする。

「荷揚げされるべき地及び時」は、運送契約で定められているもの

全部滅失した場合

滅失しなければ有したであろう価額相当額

一部滅失または損傷した場合(延着はない場合)

一部滅失または損傷がなければ有したであろう価額と実際の価額との差額

延着した場合(延着し、かつ、一部滅失または損傷した場合を含む)

荷揚げされるべき時において一部滅失または損傷がなければ有したであろう価額と現実の荷揚時における実際に荷揚げされた物の価額との差額
延着の場合も間接損害は回復できない。

39. 責任制限

a. 一般論

9条1項

一単位は、包装されていない運送品(車、鋼材など)の個品を指す。

「一計算単位」(2条４項) 

1号　数量基準

2号　重量基準　自動車や大型機械類のように重量が重く高価な運送品に対応。

例  各々の重量500kgの運送品5単位のうち2単位が滅失した。滅失した運送品の荷揚げされるべき地及び時における市場価格は、総額30万円である。1SDRを150円として、賠償額はいくらになるか。各々の重量が50kgである場合は、どうか。
9条5項　荷送人に、責任制限を外す途が開かれている。但し、通告額によっては(保険料などの名目で)追加運賃が要求される可能性がある。

b. コンテナー条項

9条3項

例　1つのコンテナーに運送品が10包詰められている。これらの運送品が全部滅失した。運送品一包の重量は10キログラム(全部で100キログラム)、運送品一包の価格は10万円(全部で100万円)とする。1SDRは150円とする。

(1) 船荷証券に“one container containing 10 packages of (運送品の種類)”との記載がある場合

(2) 船荷証券に"One container containing (運送品の種類)"とだけ記載され、中品10包との記載がない場合

「容積若しくは重量」のみが船荷証券に記載ある場合は、中品の数が分からない限り、解決不可能。これは立法ミスと思われる。ヘーグ・ヴィズビー・ルールズには対応規定なし。

40. 高価品の特則

商法577条(外航運送にも適用(国際海上物品運送法15条))
ヘーグ・ヴィズビー・ルールズに対応規定なし。

高価品

重量および容積に比して著しく高価な物品をいう：最判昭45年４月21日等

例：貨幣、有価証券、貴金属、骨董品、呉服、イラン製絨毯

趣旨　高価品は、損害が高額なので、事前に知らされていないと運送人の方で相当の注意を払うことができないし、運送人はその分、高い運送賃を請求できただろうから。

ただし、外航運送の場合には、責任制限規定(国際海上物品運送法9条1項(特に1号))によって、運送人は十分に保護されている。
種類及び価額が通知された場合、原則に戻って荷揚げされるべき地及び時における運送品の市場価格により、賠償額が決まる(8条)こととなる。責任制限については、「通告」(9条5項)されたことになるので、外れる場合が多い。(「通知」と「通告」の違いは、沿革上のもので、実質的には同じ。)
41. 損害賠償額の定型化・責任制限の特例

10条
運送人は相当因果関係のある一切の損害(民法416条)を賠償しなければならない。責任制限もかからない。

本条の「運送人」には、運送人の使用人(船長など)や履行補助者は含まれない (多数説)。運送人が法人の場合、代表機関(代表取締役)ないしそれに準ずる者(陸上の上級使用人で当該船舶の管理または運行をする者)に限定して理解すべき。

42. 除斥期間

商法585条(外航運送にも適用(国際海上物品運送法15条))　1年の短期

運送人に悪意があったときでも。


趣旨　運送人の主観的事由をめぐる紛争の防止。

２項　合意延長

運送契約の締結時における合意延長も有効と解される(有力説)。

理由　除斥期間の延長は、荷主に有利であって運送人には不利益であるので、11条1項の特約禁止に反しない。

43. 荷主に不利な特約の禁止(片面的強行規定)
11条　 注意義務、責任定型、責任制限、除斥期間などについて

海上運送人の責任の最低限度が国際海上物品運送法によって確立されていることになる。

44. 荷受人の通知義務

7条

仮に荷受人が通知を怠っても、運送品が滅失し、または引渡時に損傷があり、それが引渡しを受ける前に生じていたものであることを証明すれば、損害賠償を請求することができる(cf. 商584条　運送人の免責)。
この立証責任は、実は、適法に通知をした場合も同じである。

45. 運送人およびその使用する者の不法行為責任

a. 運送人の不法行為責任

　請求権競合への対応

16条1項　　航海上の過失・火災免責(3条2項)、損害賠償額の定型化(8条)、責任制限(9条)、損害賠償額の定型化・責任制限の特例(10条)、除斥期間(商法585条)などを準用

趣旨　契約責任に関する規定の適用がないと、契約が実現しようとした運送人と荷主の利害調整が無意味になってしまう。

b. 運送人の被用者の不法行為責任

運送人の被用者(船長)に対して不法行為による損害賠償請求をすることによって、運送契約上の責任制限を越える賠償を得るのに成功したヒマラヤ号事件(The Himalaya [1955] 1 QB 158 (CA))。

ヒマラヤ条項　第三者のための契約  港湾荷役業者等を受益者
16条3項　ヒマラヤ条項を法定

「被用者」(民法715条)と同義で、選任・監督関係が必要。例　船長、船員

cf. 独立の企業者(同様の責任制限を及ぼすには、ヒマラヤ条項が必要)　例　下請(実行)運送人、港湾荷役業者
3条・5条の「使用する者」とは意味が異なる。

c. 運送人とその被用者が賠償すべき合計額

法定の限度額を限度とする。

9条４項

16条４項

2008年司法試験問題

〔第２問〕

日本のＸ会社は、乙国のＡ会社から所定の大きさの箱に詰めた冷凍エビを輸入することとし、Ａとの間で、「Ｘが船舶の手配をし、運送賃を支払う。Ａが冷凍エビを詰めた約定の数量の箱を乙国の港で運送人に引き渡すことによって商品の引渡しとする。売買代金はＸが日本の銀行に開設する信用状による決済とする。」旨の約定で契約した。その後、Ｘは、海上運送業者Ｙ会社に乙国の港から日本の港までの海上運送を依頼し、Ａは、Ｙが提供した冷凍貨物用のコンテナー１個に自ら冷凍エビを詰めた約定の数の箱を積み込んで施錠し、運送中の温度管理についてＹに指示をして、当該コンテナーを乙国の港にあるＹのコンテナー・ヤードで引き渡した。

Ｙがコンテナーの船積み後にＡに交付した船荷証券上の運送品の種類、運送品の容積、重量、包・個品の数、運送品の記号を記載する欄には、当該コンテナーを特定する記号及び番号の記載と、その内容は冷凍エビを詰めた一定数の箱であるとの記載がある。

日本の港での陸揚後、Ｘが、船荷証券を呈示してＹからコンテナーの引渡しを受け、直ちにその中を検査したところ、コンテナー内の温度が適当でなかったため、冷凍エビの鮮度が落ちており、Ｘは当該冷凍エビを市価の３割程度で売却せざるを得なかった。そこで、Ｘは、コンテナーの受取から引渡しまでの間のＹの措置が適切でなかったとして、Ｙに対する損害賠償請求の訴えを日本の裁判所に提起した。

この事例について、以下の設問に答えなさい。なお、設問の各問いは、いずれも独立したものである。また、この事例及び設問における日本の会社、乙国の会社、丙国の会社とは、それぞれ、日本、乙国、丙国で設立され、設立された国に主たる営業所を有する会社をいうものとする。

〔設問〕

１. ・・・

２. Ｙが日本の会社であり、ＹがＡに交付した船荷証券には「本件運送契約から生ずる運送人の責任についての争いは、日本のＮ市の裁判所において、日本法によって解決する。」との条項が記載されているものとする。

⑴ ＸがＹに対して冷凍エビの商品価値の下落についての損害賠償責任を追及することができるのは、どのような場合か。
⑵ ＸがＹに対して損害賠償責任を追及することができるとした場合、冷凍エビに関する損害賠償の金額は、どのようにして算定されるか。

モントリオール条約

(国際航空運送についてのある規則の統一に関する条約)

46. 総説

2003年発効  　約140カ国が締約国。

ワルソー・システムの統合と現代化
日本も締約国。日本は、1929年ワルソー条約、その1955年議定書、1975年議定書の締約国でもある。
貨物・旅客とその手荷物

旅客の死亡又は身体の傷害の場合、無限責任となった(22条反対解釈)。

22条 　延着、手荷物及び貨物に関する責任の限度

47. 適用

a. 航空運送

第18条 　貨物の損害 

１　運送人は、貨物の破壊、滅失又はき損の場合における損害については、その損害の原因となった事故が航空運送中に生じたものであることのみを条件として、責任を負う。

・・・・

４　航空運送中とする期間には、飛行場外で行う陸上運送、海上運送又は内水運送の期間を含まない。ただし、これらの運送が航空運送契約の履行に当たり積込み、引渡し又は積替えのために行われる場合には、損害は、反証がない限り、航空運送中における事故から生じたものと推定する。運送人が、荷送人の同意を得ることなく、当事者間の約定の上では航空運送によることを意図していた運送の全部又は一部を他の形態の輸送手段による運送に替えた場合には、当該他の形態の輸送手段による運送の期間も、航空運送中とみなす。

第38条 　複合運送 

１　一部が航空機により行われ、かつ、一部が他の形態の運送手段により行われる複合運送の場合には、この条約は、第十八条４の規定に従うことを条件として、航空運送の部分についてのみ適用する。ただし、当該航空運送が第一条に定めるところに該当するものである場合に限る。 

b. 国際運送

第1条 　適用範囲 

２　この条約の適用上、「国際運送」とは、当事者間の約定により、運送の中断又は積替えがあるかないかを問わず、出発地及び到達地が、二の締約国の領域内にある運送又は一の締約国の領域内にあり、かつ、予定寄航地が他の国（この条約の締約国であるかないかを問わない。）の領域内にある運送をいう。一の締約国の領域内の二地点間の運送であって他の国の領域内に予定寄航地がないものは、この条約の適用上、国際運送とは認めない。

出発地及び到達地のいずれかがモントリオール条約の締約国でない場合において、両者がワルソー条約の締約国であるときは、後者が適用される。

c. 国際私法との関係

国際私法を経ずに直接適用される。


理由　運送契約中の準拠法条項は無効とされている(49条)。
第49条 　必要的な適用 

運送契約中の条項又は損害の発生前に行った特別な合意は、当事者が、これらにより適用する法令を決定し又は裁判管轄に関する規則を変更し、もってこの条約に定める規則に反することを意図する場合には、いずれも無効とする。

最判昭和51年3月19日

「・・・本件木箱の運送契約は、一九二九年一〇月一二日にワルソーで署名された『国際航空運送についてのある規則の統一に関する条約』・・・の締約国であるアメリカ合衆国の領域にある地を出発地とし、同じく締約国である日本国の領域にある地を到達地とする航空機による貨物の国際運送契約であるから、その法律関係については、ワルソー条約が適用されることは明らかである（同条約一条）。」
48. 航空運送状　

第11条 　書類の証明力 

１　航空運送状又は貨物受取証は、反証がない限り、これらに記載された契約の締結、貨物の引受け及び運送の条件に関して証明力を有する。

第13条 　貨物の引渡し 

１　・・・荷受人は、貨物が到達地に到達したときは、運送人に対し、料金を精算し及び運送の条件に従うことを条件として、貨物の引渡しを要求する権利を有する。

49. 貨物についての運送人の責任

a. 責任原則

i. 滅失・損傷の場合

無過失責任　18条1項

ただし、18条2項各号の免責事由

第18条 　貨物の損害 

１　運送人は、貨物の破壊、滅失又はき損の場合における損害については、その損害の原因となった事故が航空運送中に生じたものであることのみを条件として、責任を負う。 

２　運送人は、貨物の破壊、滅失又はき損が次の一又は二以上の原因から生じたものであることを証明する場合には、その範囲内で責任を免れる。 

　(a)　貨物の固有の欠陥又は性質 

　(b)　運送人又はその使用人若しくは代理人以外の者によって行われた貨物の荷造りの欠陥 

　(c)　戦争行為又は武力紛争 

　(d)　貨物の輸入、輸出又は通過に関してとられた公的機関の措置 

ii. 延着の場合

第19条 　延着

運送人は、旅客、手荷物又は貨物の航空運送における延着から生じた損害について責任を負う。ただし、運送人は、運送人並びにその使用人及び代理人が損害を防止するために合理的に要求されるすべての措置をとったこと又はそのような措置をとることが不可能であったことを証明する場合には、延着から生じた損害について責任を負わない。

趣旨　延着を無過失責任とすると、無理な飛行が懸念される。

b. 損害額の算定

定型化する規定は条約になく、間接損害の賠償も否定されない。因果関係の相当性を含め、運送契約の準拠法によることとなろう。
東京高判昭和47年３月15日 (ワルソー条約の下) 上告審最判昭和51年3月19日は、上告棄却。

<事実の概要>
X(控訴人)は、ニューヨーク市所在のAからダイヤモンドを買受けた。AはY(被控訴人)に対し、Xを荷受人として、右ダイヤモンドを入れた木箱の東京までの航空運送を委託し、Yはこれを承諾した。ところが、本件木箱を積んだ旅客機が東京に到達し、貨物チェックをしたところ、本件木箱が滅失していた。

<判旨>
「被控訴人の賠償すべき金額について考える。

・・・控訴人の本件ダイヤモンド取得価額は、・・・三、四二三、四八二円・・・であることが認められる。

また、・・・控訴人は真珠、貴金属の販売を業とする会社で、本件ダイヤモンドは販売の目的で購入したものであり、控訴人がこれを卸売するときは、取得価額に一割の関税額を加えた金額の四割ないし五割の利益があるとみられること、また控訴人がこれを直接小売する場合は、卸売以上の利益があるのが通常であることが認められる。しかし本件ダイヤモンドが小売販売で処分し得たかどうかは不確実なのであるから（この点を立証するものはない。）、利益の少い卸売の場合の金額を算定するのが妥当であり、前述の算定方法によれば、控訴人の得べかりし利益は関税加算額の四割に当る一、五〇六、三三二円（円以下切捨）から関税相当額を控除した一、一六三、九八四円である。（卸売に要する費用は僅かであろうから特に考慮しない。）

さらに・・・本件ダイヤモンドの不着のため、控訴人が予定していた展示会への出品ができなくなったことが認められる。そして右代表者本人は、これによって控訴人の信用が失われたと供述するけれども、本件ダイヤモンドの展示取止めにより展示会主催者が迷惑することはあっても、控訴人に責任のない事故が原因である限り、控訴人の信用が失われることはあり得ないので、信用上の損害の賠償を求めることは許しがたい。

以上を総合すれば控訴人の被害金額は四、五八七、四六六円である。」

c. 責任制限

第22条 　延着、手荷物及び貨物に関する責任の限度

３　貨物の運送については、破壊、滅失、き損又は延着の場合における運送人の責任は、重量一キログラム当たり十七特別引出権の額を限度とする。ただし、荷送人が荷を運送人に引き渡すに当たって到達地における引渡しの時の価額として特定の価額を申告し、かつ、必要とされる追加の料金を支払った場合は、この限りでない。この場合には、運送人は、申告された価額が到達地における引渡しの時における荷送人にとっての実際の価値を超えることを証明しない限り、申告された価額を限度とする額を支払う責任を負う。

例　貴金属の運送

実務では、航空運送状の価額申告欄記載の額を申告したことを認める旨の文言を含む運送契約約款が用いられている。結局、申告された価額が責任限度となる。
たとえ運送人やその使用人に故意があっても認められる (旅客および手荷物についての22条5項反対解釈)。

趣旨

訴訟の遅延を防ぐ。

責任制限の対象が人身損害ではないから､公序良俗の問題性は少ない。

第22条 　延着、手荷物及び貨物に関する責任の限度 

５　１及び２の規定[旅客および手荷物についての規定]は、運送人又はその使用人若しくは代理人が損害をもたらす意図をもって又は無謀にかつ損害が生ずるおそれがあることを知りながら行った行為（不作為を含む。）により損害が生じたことが証明される場合には、適用しない。ただし、当該使用人又は代理人の行為（不作為を含む。）の場合には、当該使用人又は代理人がそれぞれの職務を遂行中であったことも証明されなければならない。


cf. ワルソー条約25条によると、損害が運送人またはその使用人がその職務を行うに当たり、その故意により生じたとき、または法廷地法によれば故意に相当すると認められる過失により生じたときは、運送人は、責任制限規定を援用できない。

最判昭和51年3月19日

「・・・本件木箱の滅失は、上告会社の従業員が職務を行うに当たって、窃取したことによるか、又は手違いによる積残し若しくは荷下ろしによるものであるというものであり、前者によるものであれば、上告会社は、被上告会社に対し、本件木箱の滅失によって被上告会社が被った全損害額を賠償すべき義務があるのは、当然である。また、後者によるものであっても、本件木箱は、一見して到達地が東京であり、荷受人が被上告会社であることが認識できる状態で、オニオン・サックごと滅失したのであるから、手違いによって本件木箱を積み残し又は荷下ろしした上告会社の従業員において、わずかな注意をしさえすれば、たやすく手違いであることが分かったはずであり、そのような手違いがあれば、本件木箱が滅失するであろうという違法有害な結果の発生を予見することができた場合であるのに、著しく注意を欠如した結果、これを見過ごしたものであるということができ、したがって、本件木箱の滅失は、上告会社の使用人が職務を行うに当たっての重大な過失により生じたものであるといわなければならず、上告会社は、被上告会社に対し、本件木箱の滅失によって被上告会社が被った全損害額を賠償すべき義務がある。」

d. 片面的強行規定
第25条 　責任の限度に関する約定 

運送人は、運送契約について、この条約に規定する責任の限度より高い額の責任の限度を適用すること又はいかなる責任の限度も適用しないことを定めることができる。

第26条 　契約上の規定の無効

契約上の規定であって、運送人の責任を免除し又はこの条約に規定する責任の限度より低い額の責任の限度を定めるものは、無効とする。ただし、当該契約は、このような規定の無効によって無効となるものではなく、引き続き、この条約の適用を受ける。

e. 通知

第31条 　苦情の適時の通知 

・・・

２　き損があった場合には、引渡しを受ける権利を有する者は、き損の発見の後直ちに、遅くとも、託送手荷物についてはその受取の日から七日以内に、貨物についてはその受取の日から十四日以内に、運送人に対して苦情を申し立てなければならない。延着から生じた損害の場合には、苦情は、遅くとも、引渡しを受ける権利を有する者により託送手荷物又は貨物の処分が可能となった日から二十一日以内に申し立てられなければならない。 

・・・

４　２に定める期間内に苦情の申立てがない場合には、運送人による詐欺があった場合を除くほか、運送人に対するいかなる訴えも受理されない。

f. 除斥期間

第35条 　訴えを提起する期限 

１　損害賠償を請求する権利は、到達地への到達の日、航空機が到達すべきであった日又は運送の中止の日から起算して二年の期間内に訴えが提起されない場合には、消滅する。

g. 請求原因
第29条　請求の根拠 

旅客、手荷物及び貨物の運送については、損害賠償についての訴えは、その訴えがこの条約に基づくものであるか、また、契約、不法行為その他の事由を理由とするものであるかを問わず、この条約に定める条件及び責任の限度に従うことによってのみ、かつ、訴えを提起する権利を有する者がいずれであるか及びこれらの者それぞれがいかなる権利を有するかという問題に影響を及ぼすことなく、提起することができる。・・・

例　滅失・損傷についての無過失責任、免責事由(18条2項各号)
h. 使用人に対する請求

第30条 　使用人及び代理人に対する請求 

１　この条約に定める損害につき運送人の使用人又は代理人に対して訴えが提起される場合において、当該使用人又は代理人は、それぞれの職務を遂行中であったことを証明するときは、この条約の下で当該運送人が援用することのできる条件及び責任の限度を援用することができる。 

２　１の場合において、運送人並びにその使用人及び代理人から受けることのできる損害賠償の総額は、１の責任の限度を超えてはならない。 

i. 実行運送人

第40条 　契約運送人及び実行運送人の責任

この章に別段の定めがある場合を除くほか、前条に規定する運送契約によりこの条約が規律する運送の全部又は一部を実行運送人が行う場合には、契約運送人及び実行運送人の双方がこの条約の規定に従うものとする。この場合において、契約運送人は当該契約に規定する運送の全部について、実行運送人は自己が行う部分の運送についてのみ、この条約の規定に従うものとする。

第44条 　損害賠償の総額 

実行運送人が行う運送については、契約運送人及び実行運送人並びにそれぞれの職務を遂行中であったそれらの使用人及び代理人から受けることのできる損害賠償の総額は、この条約に基づき契約運送人又は実行運送人の支払うべき損害賠償の額として裁定されたであろう額のうち最も高いものを超えてはならない。もっとも、いずれの者も、自己に適用される限度を超える額について責任を負うことはない。

第48条 　契約運送人と実行運送人との相互の関係

第四十五条に規定する場合を除くほか、この章のいかなる規定も、求償又は損害賠償の権利を含む契約運送人と実行運送人との間の権利及び義務に影響を及ぼすものではない。

50. 国際裁判管轄

33条 管轄 

１　損害賠償についての訴えは、原告の選択により、いずれか一の締約国の領域において、運送人の住所地、運送人の主たる営業所若しくはその契約を締結した営業所の所在地の裁判所又は到達地の裁判所のいずれかに提起しなければならない。 

住所地は、法人の場合、設立地と解されている。
条約の適用範囲(1条2項)に入る事案ならば、少なくとも到達地は締約国内に存在する。

事故地(不法行為地)には管轄が認められていない。

旅客の死傷の場合についての第五の裁判管轄: 旅客の主要かつ恒常的な居住地(多くの場合、遺族の住所地でもある)

趣旨

外国で起きた航空機事故に関して、被害者やその遺族が自らの住所地国において、航空会社に対して損害賠償請求訴訟を提起し、被告が国際裁判管轄を争う事例が多い(例　マレーシア航空事件、遠東航空事件)。

遺族にとっては、特に生計の支え手を失ったような場合には、外国での訴提起は大きな負担になる。

外国の裁判所の賠償額算定は、航空産業保護立法による賠償額制限などにより、かなり低額になる場合がある。

33条 管轄

２　旅客の死亡又は傷害から生じた損害についての損害賠償の訴えは、１に規定する裁判所のほか、事故の発生の時に旅客が主要かつ恒常的な居住地を有していた締約国の領域における裁判所に提起することができる。ただし、関係する運送人が、自己の航空機により又は商業上の合意に基づき他の運送人が所有する航空機により当該締約国の領域との間で旅客の航空運送を行っており、及び当該関係する運送人が、自己又は商業上の合意の下にある他の運送人が賃借し又は所有する施設を利用して、当該締約国の領域内で旅客の航空運送業務を遂行している場合に限る。

49条 　必要的な適用 

運送契約中の条項又は損害の発生前に行った特別な合意は、当事者が、これらにより適用する法令を決定し又は裁判管轄に関する規則を変更し、もってこの条約に定める規則に反することを意図する場合には、いずれも無効とする。

→ 運送契約中の管轄合意は、専属管轄合意であれ、付加的管轄合意であれ、無効となる。
平成29年司法試験〔第２問〕
日本及び甲国は、いずれも国際航空運送についてのある規則の統一に関する条約（平成１５年条約第６号）（以下「本件条約」という。関連条文後掲。）の締約国である。他方、乙国は、本件条約及びその他の国際航空運送に関する条約のいずれの締約国にもなっていない。
農業用機械を製造販売する日本法人Ｘ会社は、甲国法人Ａ農場と交わした機械（以下「本件貨物」という。）の売買契約を履行するため、甲国法人Ｙ航空会社（主たる営業所：甲国）の日本に所在する営業所（従たる営業所）において、Ｘを荷送人、Ａを荷受人とし、日本から甲国まで本件貨物を運送する旨の航空運送契約（以下「本件運送契約」という。）を締結した。本件運送契約には、Ｘ及びＹがそれぞれ従たる営業所の一つを有する乙国が両社にとって中立の地位にあるという了解の下に、乙国裁判所を専属管轄裁判所とする旨の条項及び本件運送契約の準拠法を乙国法とする旨の条項が含まれていた。・・・
Ｘは、送付時に、本件貨物が毀損していないことをＹの従業員立会いの下に確認した上で、その旨をＡに知らせていた。本件貨物が甲国に到着した翌日、Ａは、本件貨物の毀損（機械の機能を失うほどの損害）を発見し、Ｘにその旨を通知した。
〔設問１〕ＸがＹに対し、本件貨物の毀損を原因とする本件条約第１８条第１項に基づく損害賠償請求権を訴訟物とする訴え（以下「本件訴え」という。）を日本の裁判所に提起したことを前提として、以下の小問に答えなさい。
〔小問１〕本件訴えにつき、Ｙは、乙国裁判所を専属管轄裁判所とする旨の条項の存在を指摘し、日本の裁判所には国際裁判管轄権がない旨主張した。Ｙの主張は認められるか。本件条約の適用のプロセスを踏まえて論じなさい。
〔小問２〕本件訴えの提起の１か月前に、Ｙが、Ｘを被告として甲国の裁判所に本件貨物の毀損を原因とする本件条約第１８条第１項に基づく債務の不存在確認を求める訴えを提起していた。この場合、日本の裁判所は、本件訴えをどのように処理すべきか。
・・・
（参照条文）国際航空運送についてのある規則の統一に関する条約（平成１５年条約第６号）（抜粋）
第１条　適用範囲
１ この条約は、航空機により有償で行う旅客、手荷物又は貨物のすべての国際運送について適用し、航空運送企業が航空機により無償で行う国際運送についても同様に適用する。
２ この条約の適用上、「国際運送」とは、当事者間の約定により、運送の中断又は積替えがあるかないかを問わず、出発地及び到達地が、二の締約国の領域内にある運送又は一の締約国の領域内にあり、かつ、予定寄航地が他の国（この条約の締約国であるかないかを問わない。）の領域内にある運送をいう。一の締約国の領域内の二地点間の運送であって他の国の領域内に予定寄航地がないものは、この条約の適用上、国際運送とは認めない。
３、４ (略)

第１８条　貨物の損害
１ 運送人は、貨物の破壊、滅失又はき損の場合における損害については、その損害の原因となった事故が航空運送中に生じたものであることのみを条件として、責任を負う。
２～４ (略)

第２６条　契約上の規定の無効
契約上の規定であって、運送人の責任を免除し又はこの条約に規定する責任の限度より低い額の責任の限度を定めるものは、無効とする。ただし、当該契約は、このような規定の無効によって無効となるものではなく、引き続き、この条約の適用を受ける。
第２９条　請求の根拠
旅客、手荷物及び貨物の運送については、損害賠償についての訴えは、その訴えがこの条約に基づくものであるか、また、契約、不法行為その他の事由を理由とするものであるかを問わず、この条約に定める条件及び責任の限度に従うことによってのみ、かつ、訴えを提起する権利を有する者がいずれであるか及びこれらの者それぞれがいかなる権利を有するかという問題に影響を及ぼすことなく、提起することができる。このような訴えにおいては、懲罰的損害賠償その他の非補償的損害賠償を求めることはできない。
第３３条　管轄
１ 損害賠償についての訴えは、原告の選択により、いずれか一の締約国の領域において、運送人の住所地、運送人の主たる営業所若しくはその契約を締結した営業所の所在地の裁判所又は到達地の裁判所のいずれかに提起しなければならない。
２～４ (略)

第４９条　必要的な適用
運送契約中の条項又は損害の発生前に行った特別な合意は、当事者が、これらにより適用する法令を決定し又は裁判管轄に関する規則を変更し、もってこの条約に定める規則に反することを意図する場合には、いずれも無効とする。
2008年期末試験　第二問

国際海上物品運送法とモントリオール条約(国際航空運送についてのある規則の統一に関する条約)を以下の点について、比較せよ。

(1)適用における国際私法との関係

(2)貨物に関する運送人の責任原則(但し、損害賠償額の算定と責任制限の点を除く)

2012年期末試験　第二問

「国際海上物品運送法と比べて、モントリオール条約(国際航空運送についてのある規則の統一に関する条約)の下では、運送人の荷主に対する責任は重い」という見方の当否を論ぜよ。

信用状

51. 代金回収の方法

売買契約で約定。

為替手形(買主を支払人として指定し、売主によって振り出された手形)の取立て
　買主は、手形を引き受けると、手形上の債務者となる。売主が支払を受けるのに、銀行に手形を持ち込んでから時間がかかる。
　為替手形を買い取ってくれる銀行があれば代金回収が早まる。振出人に対する手形遡求権があるものの、買主が手形を引き受けるとは限らないので、買取りを拒否される可能性がある。買い取ってもらえても、通常、割り引かれる。

荷為替手形　取立のため振り出した為替手形に、船荷証券等の船積み書類を添付したもの。船荷証券という物的担保が付く(より正確には、船荷証券の処分証券性、引渡証券性参照)ことで、買主による引受けの可能性が高まる。振出人に対する手形遡求権(人的担保)と合わさり、買取りの安全性が高まり、割引料が低く抑えられる。

船積前(あるいは目的物の製造や調達の前)に代金回収の確実性を確保(cf. 荷為替手形の取立・買取)するために、買主が、支払や手形の買取・引受を確約する書状を銀行に発行させるようにしたものが信用状。手形の呈示を要求しない信用状も存在する。

52. 信用状の関係者とその権利義務

発行依頼人

発行銀行

受益者

通知銀行

指定銀行　支払や手形の買取・引受を発行銀行から授権された銀行として信用状に指定されている銀行(発行銀行および確認銀行に対しては、補償請求権を有することになる)。受益者から見れば、そこで信用状を(通常)利用することができる。但し、(自らが確認銀行である場合を除いて)受益者に対して支払の義務や手形の買取・引受の義務は負わない。

確認銀行　指定銀行のうち、受益者に対し、支払や手形の買取・引受を確約した銀行。

信用状統一規則(UCP 600)

第12条

a. 指定銀行が確認銀行である場合を除き､オナー(honour)することの授権または買取の授権は､その指定銀行にオナー(honour)すべき義務または買い取るべき義務を負わせない｡ただし、その指定銀行によって明示的に合意され､かつその旨が受益者に伝達されたときを除く。

注) 「オナー」とは、支払うこと(後日払約束や引受けを経て支払う場合も含む)を言う。

東京地判昭和62年5月27日

「荷為替手形の買取については、銀行は、信用状に特に指定されていること（・・・いわゆるRestricted Credit、レストリクト信用状とも呼ばれる。）、又は、信用状がどの銀行によっても自由に買取可能な形式になっていること（・・・いわゆるOpen Negotiation CreditないしOpen Creditオープン信用状とも呼ばれる。）のいずれかにより、信用状に基づく買取りを行う権限を有する・・・

そして、右同項２の『どの銀行によっても自由に買取可能な形式』（オープン信用状）とは、その文言上どの銀行においても買取可能の旨明示している（原告の主張するavailable with any bank by negotiation又はこれに類する表現の文言を明記している）ものだけでなく、特にその旨明示してはいないが、他方で買取銀行として特定の銀行を指定してもいないため、結果的にどの銀行による買取りをも許容することになるものもまた含むものと解される。」

53. 売主による船積みの先履行義務としての買主の信用状開設通知義務
cf. 同時履行の抗弁

開設通知が遅くとも船積期限までになされなければ、買主の履行遅滞となる。

最判平成15年３月27日
<事実の概要>
日本法人Xは、台湾法人Aとの間で、Aに布地を売り渡す契約(「本件売買契約」)を締結した。Aは、売買代金の支払のためにXを受益者とする信用状を発行することを台湾のB銀行に依頼した。B銀行は、依頼にもとづいて信用状を発行し、同信用状は、台湾に本店を有するY銀行の大阪支店によりXに通知された。その後、XとAは、本件売買契約に係る商品を平成10年1月31日までに船積みすること、追加船積みも同時に実施すること、本件信用状に含まれていない売買代金についても信用状の対象とすることを合意した。そこで、Aは、B銀行に対し、本件信用状について、金額の増額等を内容とする条件変更をXに通知することを依頼した。B銀行は、1月27日に、Y銀行に対し、条件変更をXに通知することを依頼したが、Y銀行は、行内の処理ミスにより、2月4日までXに通知しなかった。
他方、Xは、船積みの手続に通常3日間を要することから、Aとの間で合意した1月31日までに船積みをするためには、遅くとも同月29日までには本件条件変更の通知を受ける必要があったところ、本件条件変更を確認することができなかったとして、本件売買契約に係る商品の船積みをしなかった。すると、Xは、2月5日、Aと実体的に同一と見られる台湾法人から、本件売買契約に係る商品の納入が遅れ顧客から責任を追及されている旨の抗議を受けた。そこで、Xは、本件商品を航空便により発送するとともに、値引要請に応じた。Xは、信用状の通知銀行であるYがXに対する本件条件変更の通知を遅滞したことから損害を被ったと主張して、Yに対し、不法行為に基づき、上記航空運送費及び値引き額相当額等の損害賠償を請求した。
<判旨>
「売主と買主との間で売買代金の決済方法として信用状を用いることが合意された場合、売主は、特約がない限り、信用状の通知を受けるまでは自己の債務の履行を拒むことができるし、また、信用状の条件変更がされたときは、条件変更の通知を受けこれを承諾するまでは、条件変更に係る債務の履行を拒むことができる。ところで、本件原信用状については平成一〇年一月六日にXへの通知がされたものの、XとAの間で、[追加船積みを同時に実施し、]売買残代金等についても本件原信用状の対象とすることが合意されたのにかかわらず、本件条件変更については船積み期限である同月三一日に至ってもXへの通知はされなかったというのである。そうすると、Xは、本件売買契約に係る商品を上記船積み期限までに船積みしなかったことによりAに対して債務不履行責任を負うことはなく、売買代金の値引き等をしなければならない相当な理由はなかったというべきである。
　したがって、YがXに対して本件条件変更を平成一〇年一月二九日までに通知しなかった行為とXが被った損害との間に相当因果関係があるということはできない。」

cf. 不真正な信用状を通知した場合や、信用状条件を不正確に通知した場合の通知銀行の受益者に対する不法行為責任

54. 信用状開設通知の遅滞による売買契約の解除

売買契約において、信用状開設期限が定められていないが船積期間が定められている場合、船積期間経過前に開設通知が売主に到達しなかったとき、契約を解除できるか。

神戸地裁昭和37年11月10日

〈事実〉

ニュージーランドの貿易業者X(売主)と日本の貿易業者Y(買主)との間で、ニュージーランド産冷凍牛肉のC&F売買契約が成立し、その際、代金支払はYがXを受益者とする信用状を開設してなすとともに、目的物の船積みは昭和32年９月中になすべき旨約定された。しかし、Yは船積み期間を経過しても信用状を開設しなかった。そこで、Xは、本契約は商法525条により、船積み期間を徒過したときに解除されたものとみなされるべきであるとした上で、損害賠償を請求した。

<判旨>

「シー・エンド・エフ売買契約において、その代金支払条件として、取消不能銀行確認信用状の開設を特約する目的は、売主をして代金決済の手段たる為替手形の割引を容易ならしめるにとどまらず、さらに目的物の船積み以前において、売主が船積みすれば直ちに為替手形の割引を受け、売買代金を実質的に回収しうるという確実な保障を与え、目的物の調達ないしその船積みを安んじて行わしめることにあるというべきであるから、このような特約のある場合には、買主は、売主に対し目的物の船積みないし船積み書類の提供を求めるための先行的条件として、かつ、遅くとも船積み期間経過以前に、これを開設すべき義務があるものと解すべきが当然である。そして、買主の右信用状開設の義務は、確定期売買たる船積み期間の特約されたシー・エンド・エフ売買契約から生じる義務であり、その先行的給付義務であるから、もし、買主が遅くとも右船積み期間経過以前にこれを開設しない場合には、商法第五二五条により、その売買契約は解除されたものとみなすのが相当であろう。

　そうだとすれば、原、被告間に成立した本件売買契約は、被告が約定の信用状を開設せず、船積み期間たる九月中を経過すると同時に当然に解除されたものとみなすべきであり、かつ、被告は、右信用状開設の義務の履行を遅滞し、契約を解除せしめたことにより、原告に蒙らせた損害を填補すべき義務を負うものといわなければならない。」

確定期売買=特定の日時又は一定の期間内に履行をしなければ契約をした目的を達することができない売買(商法525条)
東京地判平成2年4月25日

「CIF売買であるからといってそれだけで当然に確定期売買になるほど船積み期日の約定に重要な意味が与えられているものとまでは考えにくい。また、決済条件が信用状決済であり、信用状に最終船積み期日が記載されていたとしても、そのことだけで、当該売買が確定期売買になると認めるべき根拠も乏しいというべきである。」

国際物品売買契約に関する国際連合条約

「重大な契約違反」(64条1項a号)となるか。船積期日までに信用状の開設通知がなされなくとも、直ちには「契約に基づいて期待することができたものを実質的に奪うような不利益」(25条)が売主に生じない場合が(CIFやFOB条件の契約であっても)多いと解される。

2008年度春学期末試験　第一問

SはBとの間で、Sが売主となり、船積み期限を2008年8月31日とし、代金の支払は信用状によるとするCIF売買契約を締結した。同契約の約定に基づき、BはI銀行に信用状の開設を依頼し、Iは、これを承諾して、船積み期限について2008年8月31日とする信用状を発行し、自ら選定したA銀行を通じて、Sに信用状開設を通知した。その後、2008年8月8日、Sは、Bと売買契約を再交渉して、追加の船積みを原契約の船積みと同時に実施すること、および、それに合わせて金額を増額するなど本件信用状の条件を変更することを合意した。そこで、2008年8月9日、BはIに対し、上記条件変更をSに適時に通知することを依頼し、Iはこれを承諾した。Iは、2008年8月10日に、Aに対し、上記条件変更をSに直ちに通知するよう依頼し、Aはこれを承諾した。ところが、Aは、行内の処理ミスにより、2008年9月5日まで通知をしなかった。Sは、2008年8月31日までに信用状の条件変更を確認することができなかったため、船積みをしなかった。日本法と信用状統一規則(UCP600)が適用されるとの前提で、S、B、I、Aの間の法律関係を説明せよ。

2010年度期末試験問題

ゲーム機卸売業者Bの甲国の営業所は、商社Sの日本の営業所からビデオゲーム機100台を「FOB神戸港、インコタームズ2010」条件で買い受ける契約(以下「本件売買契約」)を結んだ。甲国は国際物品売買契約に関する国際連合条約(CISG)の締約国である。Bは、本件売買契約の履行のため、船会社Cとの間で運送契約を締結した。この事情の下で、独立している以下の各小問に答えよ。

(2)  本件売買契約上、代金の決済方法として信用状を用いることが定められているが、信用状の開設期限の定めはない。他方、船積み期限は1月31日 と定められている。Sは信用状開設通知を2月5日まで受け取らなかったが、ゲーム機はコンテナに搭載されて神戸港で保管されており、Cの船はBの指示に従い神戸港で待機し、船積みを受け入れる態勢となっている。Sは本件売買契約を解除できるか。

55. 信用状統一規則の性質

「ＩＣＣ荷為替信用状に関する統一規則および慣例（2007年改訂版）」(UCP 600) (国際商業会議所)
東京地判昭和62年5月27日

「本件信用状自体に統一規則の適用を認める文言が存することから、発行依頼人・・・と発行銀行・・・との間においては統一規則に依拠する旨の合意が存することが明らかであり、また、買取銀行・・・については本件信用状の指図に基づき自ら買取りを実行することにより統一規則の適用を受けることを承認したものとみるのが相当である。したがって、右三者のいずれについても統一規則の適用及びその法的拘束力を認めることができる。」

56. 厳格一致の原則

Q1 信用状では、物品(ロール紙)を100メートルとしており、呈示されたインボイスには100メートルと記載されているが、船荷証券上には1ロールと記載されている。これはディスクレになるか。

第14条

e. 商業送り状以外の書類においては､もし記載されている場合には､物品、サービスまたは履行の記述(description of the goods, services or performance)は、信用状におけるその記述と食い違わない一般的用語によって(in general terms not conflicting with …)記載されることができる｡

第18条

c. 商業送り状における物品、サービスまたは履行の記述(description of the goods, services or performance)は､信用状中に現れている記述と合致(correspond with)していなければならない｡

Q2 well known company(よく知られた会社)発行による検査証明を要求している信用状のもとで、受益者は、自らが発行する検査証明を呈示した。これはディスクレになるか。

第3条

書類の発行人を表示するために用いられたfirst class､well known､ qualified､ independent､ official､ competent､ localというような用語は､受益者以外の任意の発行人がその書類を発行することを容認する｡

57. 独立の原則

Q1  売買契約では船積期限を1月31日とすると決めていたにもかかわらず、開設された信用状条件では、船荷証券に記載されるべき船積日の期限は1月15日となっていた。信用状条件と売買契約条件のどちらが優先するか。

第4条

a. 信用状は､その性質上､信用状の基礎となることのできる売買契約その他の契約とは別個の取引である｡たとえ契約へのなんらかの言及が信用状に含まれている場合であっても､銀行は､このような契約とは無関係であり､またこのような契約によりなんら拘束されない｡したがって､信用状に基づきオナー(honour)すること､買い取ることまたはその他の債務を履行することの銀行の約束(undertaking)は､発行依頼人と発行銀行または受益者との関係の結果として生じる発行依頼人の請求または抗弁(claims or defences)には左右されない｡

Q2  商品が実際に船積みされていなかったり、商品の内容がインボイス等に記載のものと違っていることが判明した。発行銀行は支払を拒絶できるか、あるいは拒絶しなければならないか。

第5条

銀行は､書類を取り扱うのであり、その書類が関係することのできる物品(goods)､サービス(services)または履行(performance)を扱うのではない｡

第14条

a. 指定に基づき行為する指定銀行、もしあれば確認銀行､および発行銀行は､書類が外見上充足した呈示となっていると見られるか否かを､書類のみに基づき決定するために､呈示を点検しなければならない｡

独立の原則の例外として、発行銀行による支払拒否、発行依頼人の申立てによる発行銀行に対する支払禁止命令(や仮処分命令)、発行依頼人の申立てによる受益者に対する支払請求禁止命令(や仮処分命令)が認められる余地がある。この例外の要件(受益者の詐欺など)および手続(明白な証拠があることなど)については、実体準拠法(下記)および法廷地手続法(日本が法廷地である場合は、民事保全法23条2項および24条等)によって規律される。

Q3  信用状に、「受益者は船積みから5日以内にB/LのコピーをL/C発行依頼人に送付しなければならない」という条件が定められている。発行銀行はどうすればよいか。

第14条

h. 信用状がある条件を含んでいるが､その条件を充足することを示す書類を規定していない場合は､銀行は､このような条件は記載されていないものと見なして、その条件を無視する｡

Q4　発行銀行からディスクレがある旨の拒絶通知を受けとった受益者は、発行依頼人と交渉し、ディスクレについて依頼人の応諾を取り付け、発行銀行に応諾書を提出した。発行銀行に支払義務は生じるか。

2011年度期末試験

日本にのみ営業所を有するBは、乙国で設立され、甲国および乙国に営業所を有するSの甲国営業所と交渉し、自ら運営するゲームセンター設置用に一定数のゲーム機をFOB条件で購入する契約を結んだ。Bから依頼を受けた銀行Gは、「ICC荷為替信用状に関する統一規則および慣例」(信用状統一規則)に準拠し、Sを受益者とする信用状を発行した。Bは船会社Cとの間で甲国の港から神戸港への海上運送契約を締結した。同運送契約には、日本法を準拠法とする条項が含まれている。また、運送の履行に際して運送品に滅失・損傷・延着が生じた場合、Cの役員の故意または過失がない限りCは一切の責任を負わないとの条項も含まれている。SとBの間の売買契約書には、引渡されるべきゲーム機のデザインの概要が記され、外装については黒塗りとされていたが、Sの甲国営業所は、濃紺(のうこん)色の外装のゲーム機を調達し、契約で定められた船積み期限までに甲国の港で船積みした。船積み後発航前に、Cの配乗させた船員がタバコを消し忘れ、それが原因で船舶において火災が発生し、船積みされたゲーム機の半分は焼失した。Cの配乗させた船長は、船体を目視により点検して航行が可能であると判断し、出航を指示した。ところが、火災によって損傷したエンジンが間もなく正常に作動しなくなり、修理のための予定外の寄港が必要となったため、ゲーム機の残り半分は神戸港に遅れて到着した。

(1)  Gは、売買契約どおりの黒色のゲーム機が船積みされなかったことを理由として、信用状による支払を拒絶できるか。なお、ゲーム機の色を記載した書類の呈示は信用状条件とされていないものとする。

58. 船荷上に設定された発行銀行の譲渡担保権の対抗要件
信用状開設契約において、開設依頼人は、償還債務支払の担保として、船荷を発行銀行に譲渡する旨を約することにより、譲渡担保権を設定することがある。
最決平成29年５月10日
<事実の概要>

輸入業者Xから依頼を受けてその輸入商品に関する信用状を発行した銀行Yは、Xにつき再生手続開始の決定がされた後、上記輸入商品に対する譲渡担保権に基づく物上代位権の行使として、Xが転売した上記輸入商品の売買代金債権の差押えを申し立てた。Xは、本件譲渡担保権に基づく物上代位権行使のためには、本件譲渡担保権につき対抗要件が具備されている必要があるところ、Yは対抗要件を具備していないと主張した。なお、本件運送に当たっては、船荷証券は使われていない(「サレンダードＢ／Ｌ」と呼ばれる方式が用いられた)。
<判旨>

「Xは本件譲渡担保権の目的物である本件商品について直接占有したことはないものの、輸入取引においては、輸入業者から委託を受けた海貨業者によって輸入商品の受領等が行われ、輸入業者が目的物を直接占有することなく転売を行うことは、一般的であったというのであり、XとYとの間においては、このような輸入取引の実情の下、Yが、信用状の発行によって補償債務を負担することとされる商品について譲渡担保権の設定を受けるに当たり、Xに対し当該商品の貸渡しを行い、その受領、通関手続、運搬及び処分等の権限を与える旨の合意がされている。一方、Xの海貨業者に対する本件商品の受領等に関する委託も、本件商品の輸入につき信用状が発行され、同信用状を発行した金融機関が譲渡担保権者として本件商品の引渡しを占有改定の方法により受けることとされていることを当然の前提とするものであったといえる。そして、海貨業者は、上記の委託に基づいて本件商品を受領するなどしたものである。

　以上の事実関係の下においては、本件商品の輸入について信用状を発行した銀行であるYは、Xから占有改定の方法により本件商品の引渡しを受けたものと解するのが相当である。そうすると、Yは、Xにつき再生手続が開始した場合において本件譲渡担保権を別除権として行使することができるというべきであるから、本件譲渡担保権に基づく物上代位権の行使として、本件転売代金債権を差し押さえることができる。」

59. 準拠法

「法の適用に関する通則法」

売主・買主間の信用状開設約定の準拠法

　売買契約の一条項として、売買契約の準拠法に服することになる。準拠法選択(7条)がない場合、(信用状開設約定を独立した契約として切り離すことなく、)売買契約の最密接関係地法が準拠法となる(8条1項)。そして、売主の事業所所在地法がそれとして推定される(同条2項)。
買主と発行銀行の関係　　信用状開設契約の準拠法

当事者による選択がなければ、当該契約の最密接関係地法によることとなる(8条1項)。発行銀行が信用状条件の充足を確認して信用状給付金を支払うという特徴的給付を行うので、信用状を開設した営業所の所在地法がそれとして推定される(同条2項)
発行銀行と受益者間の法律関係の準拠法

信用状が抽象的債務負担の単独行為であると解するにせよ、信用状開設契約が第三者のための契約(諾約者=発行銀行、要約者=発行依頼人)であると解するにせよ、「法律行為」の準拠法の決定による。

当事者による準拠法選択(7条)

　(単独行為と解すると、)発行銀行による選択。
(第三者のためにする契約と解すると、)発行銀行と発行依頼人による選択。

当事者による準拠法選択(7条)がない場合
発行銀行の当該信用状を発行した営業所所在地法が最密接関係地法(8条1項)として推定される(同条2項)。
理由
　(単独行為と解すると、)発行銀行のみが給付義務を負う。

　(第三者のためにする契約と解すると、)発行銀行が特徴的給付を行う(上記)。

(オープン信用状の場合を除く)指定銀行の営業所所在地は、(特に単独行為説では、)推定を破りうる事情の一つとなる。

理由　指定銀行の営業所所在地で信用状の利用が通常可能。

確認銀行と受益者間の法律関係の準拠法

確認の付加は「法律行為」(単独行為)に当たる。

当事者(確認銀行)による準拠法選択(7条)がない場合、確認銀行の当該信用状を確認した営業所所在地法が最密接関係地法(8条1項)として推定される(同条2項)。

60. 国際裁判管轄

民事訴訟法3条の3 　次の各号に掲げる訴えは、それぞれ当該各号に定めるときは、日本の裁判所に提起することができる。

1 　契約上の債務の履行の請求を目的とする訴え又は・・・契約上の債務の不履行による損害賠償の請求・・・　契約において定められた当該債務の履行地が日本国内にあるとき、又は契約において選択された地の法によれば当該債務の履行地が日本国内にあるとき。

信用状債務は、「契約上の債務」か。
第三者のための契約と解すれば、肯定。
単独行為と解しても、履行地での訴訟は当事者の便宜や予測にかない、履行地において容易に証拠を収集できる場合があるという契約債務履行地管轄の趣旨は妥当するので、肯定。

(オープン信用状の場合を除き)指定銀行の営業所所在地も、発行銀行の「履行地」か。確認銀行と異なり、指定銀行は、受益者に対して支払義務を負っているわけではないことに注意。
東京地判平成24年3月12日(控訴審東京高判平成24年9月26日は、原審を引用)
(平成23年改正民訴法の施行前の判例)

<事実の概要>

中国法人Yは、日本法人Xとの間で売買契約を締結した中国法人Aの依頼を受け、Xを受益者とする信用状を開設し、通知銀行兼指定銀行である日本法人Bを通じてXに対して、その開設を通知した。本件信用状は、東京に所在するBの本店をその利用先として記載していた。Xは、Yに対し、Bを通じて呈示書類を呈示して支払を求めたところ、Yから、呈示書類が信用状条件を満たしていないとして支払を拒絶されたため、Yを相手取って、信用状に係る支払を求めて訴えを提起した。

<判旨>

「我が国の民訴法の規定する裁判籍のいずれかが我が国内にあるときは、原則として、我が国の裁判所に提起された訴訟事件につき、被告を我が国の裁判権に服させるのが相当であるが、我が国で裁判を行うことが当事者間の公平、裁判の適正・迅速を期するという理念に反する特段の事情があると認められる場合には、我が国の国際裁判管轄を否定すべきである（最高裁判所平成9年11月11日第三小法廷判決・・・参照）。」

「以上の観点から本件について検討すると、本件信用状の利用先は日本国東京都千代田区所在のB社本店と定められていたのであるから・・・、本件信用状債務の義務履行地は東京都であるということになる。そうすると、本件については、東京地方裁判所に義務履行地管轄が認められること（民訴法5条1号）から、原則として我が国の裁判所が国際裁判管轄を有する。」

「本件における主たる争点はディスクレの有無であるところ、基本的な事実関係については当事者間に争いが無く、中国における証拠の収集や中国に居住している人物の証人尋問等の必要性は乏しいと考えられること・・・などにかんがみれば、本件について我が国で裁判を行うことが当事者間の公平、裁判の適正・迅速を期するという理念に反する特段の事情を認めることはでき・・ない。」

注) 民訴法5条1号は「財産権上の訴え」(cf. 民訴法3条の3第1号)
本件信用状は、Bを指定銀行として指定していただけでなく、東京に所在するBの本店をその「利用先」として記載していた。

仲裁

紛争を国家機関による裁判ではなく、私人である第三者（仲裁人）により、法にもとづく拘束力ある判断を通して(cf. 調停)解決する制度。

有効な仲裁合意があることが前提で、仲裁合意に反する提訴に対しては妨訴抗弁の提出が可能。

61. 裁判との比較

手続　基本的に、当事者が自ら決めることができる。

使用言語　英語等の使用が可能。

審理は、通常、非公開。

専門性　紛争の内容に応じた専門家を仲裁人に選任することが可能である。

国際的中立性・多様性　いずれの国籍の仲裁人でも選任できるので、国際的中立性の確保が可能。また、複数の仲裁人の選任が可能なので、多様性の確保も可能。

時間　控訴、上告が認められない単審制が原則であるから、短時間で処理できる場合が多い。

費用　仲裁人の報酬も必要であり、常に裁判より安いということにはならない。しかし、控訴、上告がない分、それに伴う弁護士費用などの費用の節約が可能。

承認・執行　寛容な国が多い。特に外国仲裁判断については、160カ国以上がニューヨーク条約(「外国仲裁判断の承認及び執行に関する条約」)の締約国。

62. 仲裁判断の取消し

仲裁法44条6項　　取消事由(1項)は、限定列挙(4条参照)。

わが国の裁判所に仲裁判断の取消しを求めることができるのは、内国仲裁判断に限られる(3条1項参照)。

63. 仲裁判断の承認及び執行

外国仲裁判断の承認及び執行に関する条約(ニューヨーク条約)
５条

１　判断の承認及び執行は、判断が不利益に援用される当事者の請求により、承認及び執行が求められた国の権限のある機関に対しその当事者が次の証拠を提出する場合に限り、拒否することができる。

(a)　第二条に掲げる合意の当事者が、その当事者に適用される法令により無能力者であつたこと又は前記の合意が、当事者がその準拠法として指定した法令により若しくはその指定がなかつたときは判断がされた国の法令により有効でないこと。

(b)　判断が不利益に援用される当事者が、仲裁人の選定若しくは仲裁手続について適当な通告を受けなかつたこと又はその他の理由により防禦することが不可能であつたこと。

(c)　判断が仲裁付託の条項に定められていない紛争若しくはその条項の範囲内にない紛争に関するものであること又は仲裁付託の範囲をこえる事項に関する判定を含むこと。ただし、仲裁に付託された事項に関する判定が付託されなかつた事項に関する判定から分離することができる場合には、仲裁に付託された事項に関する判定を含む判断の部分は、承認し、かつ、執行することができるものとする。

(d)　仲裁機関の構成又は仲裁手続が、当事者の合意に従っていなかつたこと又は、そのような合意がなかつたときは、仲裁が行なわれた国の法令に従っていなかつたこと。

(e)　判断が、まだ当事者を拘束するものとなるに至っていないこと又は、その判断がされた国若しくはその判断の基礎となった法令の属する国の権限のある機関により、取り消されたか若しくは停止されたこと。

２　仲裁判断の承認及び執行は、承認及び執行が求められた国の権限のある機関が次のことを認める場合においても、拒否することができる。

(a)　紛争の対象である事項がその国の法令により仲裁による解決が不可能なものであること。

(b)　判断の承認及び執行が、その国の公の秩序に反すること。


cf. 本案再審査

1条 

３　いかなる国も、この条約に署名し、これを批准し、若しくはこれに加入し、又は第十条の規定に基づき適用の拡張を通告するに当たり、他の締約国の領域においてされた判断の承認及び執行についてのみこの条約を適用する旨を相互主義の原則に基づき宣言することができる。・・・

注) 日本を含む多くの国は、この留保宣言をしている。

非締約国(台湾、北朝鮮など)に仲裁地がある仲裁判断および内国仲裁判断

仲裁法45条（仲裁判断の承認）

内国仲裁判断について外国仲裁判断と異なった取り扱いをしていない(1項括弧書)。

手続　仲裁判断の執行決定(仲裁法46条）cf. 外国判決執行の判決手続
64. 仲裁地

28条

法律上の抽象的・人工的な概念

現実に審問手続や仲裁人の協議をする仲裁手続地である必要はない。

紛争、当事者等と現実の関連がない場合でも、1項の合意があればよい。

外国仲裁と内国仲裁　cf. 国際仲裁と国内仲裁

65. 手続

仲裁地法(仲裁法44条1項6号、45条2項6号、ニューヨーク条約5条1項d号参照)
３条１項（適用範囲）

26条　仲裁地の強行法規(例　25条) > 当事者の合意(仲裁規則の選択によることが多い) >仲裁地の任意法規 > 仲裁廷の裁量

仲裁規則の例　https://www.jcaa.or.jp/arbitration/rules.html
66. 実体判断の基準

36条（仲裁判断において準拠すべき法）

非国家法(例　ユニドロワ原則)も。cf. 当事者が選択した「地」の法(通則法7条)
日本が仲裁地である場合に適用される(3条1項)。
当事者自治の契約以外の問題への適用

日本を仲裁地とする仲裁には日本の国際私法である法の適用に関する通則法が当然に適用されており、36条1・2項の規定は、仲裁において最も頻繁に判断対象となる契約について通則法7条の例外を定めるものにすぎないとする説(縮小解釈説)

理由　契約締結の段階で準拠法を選択したとしても、裁判であればそれは通則法7条の妥当する範囲内での準拠法選択であるにもかかわらず、仲裁合意をしたとたんに、それはすべての法律関係について準拠法を定めたことになるとするのは、仲裁という紛争解決手段を選択するかどうかにより実体法上の法律関係が異なる法的評価を受けることになり、不当。

適用法規の選択の誤りは、仲裁判断の取消事由や承認・執行拒絶事由となりうるか。

否定説　理由　本案再審査禁止の範囲に含まれる。

肯定説　根拠　防御不可能(b号)、(当事者の法選択がある場合には)申立範囲の逸脱(c号)、手続違背(d号)

67. 妨訴抗弁事由としての仲裁合意

ニューヨーク条約2条
１　各締約国は、契約に基づくものであるかどうかを問わず、仲裁による解決が可能である事項に関する一定の法律関係につき、当事者の間ですでに生じているか、又は生ずることのある紛争の全部又は一部を仲裁に付託することを当事者が約した書面による合意を承認するものとする。

・・・
３　当事者がこの条にいう合意をした事項について訴えが提起されたときは、締約国の裁判所は、その合意が無効であるか、失効しているか、又は履行不能であると認める場合を除き、当事者の一方の請求により、仲裁に付託すべきことを当事者に命じなければならない。
13条2項　「仲裁合意は、・・・書面によってしなければならない。」
14条「訴えを却下しなければならない。」(訴訟排除効)
提訴が日本でなされたとき、法廷地手続法として適用される。
仲裁地がどこであるかを問わない(３条２項)
a. 訴訟排除効の及ぶ主観的・客観的範囲の準拠法

法廷地法説

理由　手続は法廷地法によるとの原則

仲裁合意の準拠法説

理由　当事者の申立てにより仲裁に付されるべき紛争の範囲と当事者の一方が訴訟を提起した場合に相手方が仲裁合意の存在を理由として妨訴抗弁を提出することができる紛争の範囲とは表裏一体の関係に立つべきなので、両者は同一の準拠法によって規律される必要がある。

リングリング・サーカス事件

<事実の概要>
Xは、興行を目的とする日本法人であり、Yは、アメリカ合衆国においてサーカス興行を行う同国法人Zの代表者である。XとZは、Xが、Zのサーカス団を日本に招へいして興行する権利を取得し、同社に対してその対価を支払うとともに、Zが、日本においてサーカスを興行する義務を負う旨の契約を締結した。XとZは、本件興行契約締結の際、「本件興行契約の条項の解釈又は適用を含む紛争が解決できない場合は、その紛争は、当事者の書面による請求に基づき、商事紛争の仲裁に関する国際商業会議所の規則及び手続に従って仲裁に付される。Zの申し立てるすべての仲裁手続は東京で行われ、Xの申し立てるすべての仲裁手続はニューヨーク市で行われる。」旨の合意をした。

Xは、本件興行契約締結に際し、Yがキャラクター商品の販売利益の分配等についてXを欺罔してXに損害を被らせたと主張して、Yに対して不法行為に基づく損害賠償を求め、日本で訴えを提起した。これに対して、Yは、XとZとの間の本件仲裁契約の効力がXとYとの間の本件訴訟にも及ぶと主張して、訴えの却下を求めた。なお、XZ間の仲裁合意の効力がXY間の不法行為請求に及ぶかについて、日本法の下では否定的に解されるのに対して、アメリカ合衆国法の下では肯定的に解される。

<判旨>
東京高判平成6年5月30日

「仲裁契約は、仲裁の対象とされる紛争に関する訴訟について一定の訴訟法上の効果（通常は訴訟を排除する効果）を有し、このような訴訟法上の効果のいかんは、一般的には法廷地法によって定まるべき事柄である。しかし、仲裁契約が訴訟排除効をもつのは、それが一定範囲の紛争を訴訟によらずに解決することを定めていることの反射的効果としてであるから、排除効の及ぶ紛争の範囲は、原則として仲裁契約の準拠法によって定まるものと解すべきである。」

最判平成9年9月4日

「本件仲裁契約に基づきXが申し立てる仲裁について適用される法律は、アメリカ合衆国の連邦仲裁法と解されるところ、同法及びこれに関する合衆国連邦裁判所の判例の示す仲裁契約の効力の物的及び人的範囲についての解釈等に照らせば、XのYに対する本件損害賠償請求についても本件仲裁契約の効力が及ぶものと解するのが相当である。・・・本件仲裁契約に基づくYの本案前の抗弁は理由があり、本件訴えは、訴えの利益を欠く不適法なものとして却下を免れない。」

b. 仲裁合意の準拠法

当事者が選択した法、それがないときは仲裁地法

根拠
　承認・執行の局面での仲裁合意の有効性判断についてのニューヨーク条約5条1項a号。妨訴抗弁の局面でも整合性ある処理をすべき。


　通則法7条および8条
リングリング・サーカス事件

最判平成9年9月4日

「仲裁契約の成立及び効力については、法例七条一項により、第一次的には当事者の意思に従ってその準拠法が定められるべきものと解するのが相当である。そして、仲裁契約中で右準拠法について明示の合意がされていない場合であっても、仲裁地に関する合意の有無やその内容、主たる契約の内容その他諸般の事情に照らし、当事者による黙示の準拠法の合意があると認められるときには、これによるべきである。

　これを本件についてみるに、前記事実関係によれば、本件仲裁契約においては、仲裁契約の準拠法についての明示の合意はないけれども、『Zの申し立てるすべての仲裁手続は東京で行われ、Xの申し立てるすべての仲裁手続はニューヨーク市で行われる。』旨の仲裁地についての合意がされていることなどからすれば、Xが申し立てる仲裁に関しては、その仲裁地であるニューヨーク市において適用される法律をもって仲裁契約の準拠法とする旨の黙示の合意がされたものと認めるのが相当である。」

注) 法例7条1項の下では、黙示の準拠法合意の概念が広く解されていたが、現行の通則法7条の下では、黙示の意思は現実の意思に限定されると解されているので、仲裁地法の選択を黙示の合意の内容であるとして一般化することはできない。
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